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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像表示パネル（Ｐ
）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であって、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として２０％を超えて高まる光硬
化性を有し、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像表示パネル（Ｐ
）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であって、
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　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１５％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体を含む粘着剤組成物から形成さ
れ、かつ、該（共）重合体の共重合成分としてアクリル酸を含まないものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項３】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像表示パネル（Ｐ
）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であって、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１５％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体を含む粘着剤組成物から形成さ
れ、かつ、該粘着剤組成物はエポキシ系架橋剤を含まないものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項４】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像表示パネル（Ｐ
）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であって、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～６０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１０％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、光照射によって仮硬化されたものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項５】
　前記粘着層Ｙ１が、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０
５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として３０％以上高まる光硬化性を備える、請
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求項１～４の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項６】
　前記粘着層Ｙ１は、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０
５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した際、光照射前のゲル
分率（光照射前ゲル分率Ｘ１）と光照射後のゲル分率（「光照射後ゲル分率Ｘ２」と称す
る）との差（光照射後ゲル分率Ｘ２－光照射前ゲル分率Ｘ１）が１０％以上となる光硬化
性を備える、請求項４に記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項７】
　前記粘着層Ｙ１は、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０
５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した際、光照射前のゲル
分率（光照射前ゲル分率Ｘ１）と光照射後のゲル分率（「光照射後ゲル分率Ｘ２」と称す
る）との差（光照射後ゲル分率Ｘ２－光照射前ゲル分率Ｘ１）が３０％以上となる光硬化
性を備える、請求項１～６の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項８】
　前記樹脂部材（Ｘ）が、ポリカーボネート系樹脂又はアクリル系樹脂を主成分樹脂とし
て含有する部材であることを特徴とする請求項１～７の何れかに記載の画像表示パネル積
層体の製造方法。
【請求項９】
　前記粘着層Ｙ１は、波長３９０ｎｍでの光線透過率が８９％以下であって、かつ、波長
４１０ｎｍでの光線透過率が８０％以上であることを特徴とする、請求項１～８の何れか
に記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項１０】
　前記粘着層Ｙ１は、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体及び可視光開始剤を含有
することを特徴とする、請求項１～９の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法
。
【請求項１１】
　前記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体は、ヒドロキシル基とイソシアネート基
、及び、アミノ基とイソシアネート基のうちから選択される何れかの官能基の組合せによ
る化学的な結合が形成されている、請求項１０に記載の画像表示パネル積層体の製造方法
。
【請求項１２】
　前記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体が、枝成分としてマクロモノマーを備え
たグラフト共重合体である、請求項１０又は１１に記載の画像表示パネル積層体の製造方
法。
【請求項１３】
　前記可視光開始剤は、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以上であ
る、請求項１０～１２の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項１４】
　前記可視光開始剤が、水素引抜型可視光開始剤である、請求項１０～１３の何れかに記
載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項１５】
　前記水素引抜型可視光開始剤が、フェニルグリオキシリックアシッドメチルエステル、
オキシ－フェニル－アセチックアシッド２－［２－オキソ－２－フェニル－アセトキシ－
エトキシ］エチルエステルとオキシ－フェニル－アセチックアシッド２－［２－ヒドロキ
シ－エトキシ］エチルエステルの混合物からなる群より選択される何れか１種又は２種で
ある、請求項１４に記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項１６】
　前記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体が、側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は
分岐アルキル（メタ）アクリレートと、親水性の（メタ）アクリレートとを、共重合成分
として含む共重合体である、請求項１０～１５の何れかに記載の画像表示パネル積層体の
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製造方法。
【請求項１７】
　前記粘着層Ｙ１は、架橋剤を含有するか、或いは、架橋剤を用いて形成されたものであ
る、請求項１～１６の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項１８】
　前記架橋剤は、多官能（メタ）アクリレートである、請求項１７に記載の画像表示パネ
ル積層体の製造方法。
【請求項１９】
　前記架橋剤は、アルキレンオキサイド未変性の３官能以上の多官能（メタ）アクリレー
トである、請求項１７又は１８に記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２０】
　前記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体は、活性エネルギー線架橋性構造部位を
有する請求項１０～１９の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２１】
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１が、シランカップリング剤を含有する請求
項１～２０の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２２】
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）における粘着層Ｙ１の貯蔵弾性率（Ｇ’）が、温度２５
℃、周波数１Ｈｚにおいて、０．９×１０５Ｐａ以下であることを特徴とする請求項１～
２１の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２３】
　樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して４０５ｎｍでの積算光量が３００
０（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した際、光照射後の該粘着シート（Ｙ）における粘着
層Ｙ１の貯蔵弾性率（Ｇ’）が、温度１２０℃、周波数１Ｈｚにおいて、０．７×１０４

Ｐａ以上となる、請求項１～２２の何れかに記載の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２４】
　樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して４０５ｎｍでの積算光量が３００
０（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した際、光照射後の該粘着シート（Ｙ）における粘着
層Ｙ１の貯蔵弾性率（Ｇ’）が、温度１２０℃、周波数１Ｈｚにおいて、２．０×１０４

Ｐａ以上となることを特徴とする、請求項１～２３の何れかに記載の画像表示パネル積層
体の製造方法。
【請求項２５】
　前記粘着層Ｙ１のゲル分率が０～５０％である、請求項１～２４の何れかに記載の画像
表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２６】
　前記粘着層Ｙ１が、光照射によって仮硬化されている、請求項１～２５の何れかに記載
の画像表示パネル積層体の製造方法。
【請求項２７】
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１は、加熱により軟化乃至流動するホットメ
ルト性を有するものであることを特徴とする、請求項１～２６の何れかに記載の画像表示
パネル積層体の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線を透過しない紫外線カット性を有する樹脂部材と、光を照射すること
により硬化する性能（「光硬化性」と称する）を備えている光硬化性粘着シートとが積層
してなる構成を備えた光硬化性粘着シート積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、画像表示装置の視認性を向上させるために、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラ
ズマディスプレイ（ＰＤＰ）、エレクトロルミネッセンスディスプレイ（ＥＬＤ）等の画
像表示パネルと、その前面側（視認側）に配置する保護パネルやタッチパネル部材との間
の空隙を接着剤で充填することにより、入射光や表示画像からの出射光の空気層界面での
反射を抑えることが行われている。
【０００３】
　このような画像表示装置用構成部材間の空隙を粘着剤で充填する方法として、紫外線硬
化性樹脂を含む液状の接着樹脂組成物を該空隙に充填した後、紫外線を照射して硬化せし
める方法が知られている（特許文献１）。
【０００４】
　また、画像表示装置用構成部材間の空隙を、粘着シートを用いて充填する方法も知られ
ている。例えば特許文献２には、紫外線によって１次架橋した粘着シートを画像表示装置
構成部材に貼合後、画像表示装置構成部材を介して粘着シートに紫外線照射し２次硬化さ
せる方法が開示されている。
【０００５】
　特許文献３には、貼合面に段差部を備えた画像表示装置構成部材を、透明両面接着性シ
ートを介して貼合する際、該段差部に追従して隅々まで充填することができ、しかも接着
性シート内に生じる歪みを緩和でき、取り回し性を損なうことなく、高温や高湿環境下で
の耐発泡性を維持できる、新たな透明両面接着性シートとして、１種以上の（メタ）アク
リル酸エステル（共）重合体と、波長３６５ｎｍのモル吸光係数が１０以上で、かつ波長
４０５ｎｍのモル吸光係数が０．１以下である紫外線重合開始剤（Ａ）と、波長４０５ｎ
ｍのモル吸光係数が１０以上である可視光重合開始剤（Ｂ）とを含有し、引張り法で求め
る６０℃における動的貯蔵弾性率（Ｅ’）を、せん断法で求める６０℃における動的貯蔵
弾性率（Ｇ’）で除した値（Ｅ’／Ｇ’）が１０以上である、Ｂステージ状態の透明両面
接着性シートが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開２０１０／０２７０４１号公報
【特許文献２】特許第４９７１５２９号公報
【特許文献３】特開２０１４－１５２２９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記のように光硬化性粘着シートを用いて、２つの画像表示装置構成部材を貼着する場
合、２つの画像表示装置構成部材を当該粘着シートを介して一次貼着した後、一方の画像
表示装置構成部材の外側から紫外線を照射し、該画像表示装置構成部材を通して当該粘着
シートを紫外線硬化させて二次貼着することができる。
　このような方法によれば、被着面の凹凸を埋めつつ一次貼着することができ、しかも、
最終的に紫外線硬化させることで接着信頼性をより一層高めることができるから、貼り合
せる部材（「貼合部材」とも称する）の被着面に凹凸がある場合の“段差吸収性”と、貼
合後の“耐発泡信頼性”とを両立させることができる。
【０００８】
　例えば車載用の画像表示装置などにおいては、ガラスの飛散防止のために樹脂製のフロ
ントパネルが用いられ、その内部側に、導電部材や偏光板などの樹脂部材が配置されるこ
とがある。この場合、フロントパネルやその内部側に配置される導電部材や偏光板などの
樹脂部材が紫外線暴露によって黄変するなどの劣化を防ぐ必要があるため、これら紫外線
に暴露される側の樹脂部材に紫外線吸収剤を配合して紫外線を吸収する性能を持たせるこ
とが行われている。
　しかし、この場合には、上述のように、画像表示装置構成部材の外側から紫外線を照射
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して、該画像表示装置構成部材を通して該粘着シートを紫外線硬化させることはできない
。
　そのため、樹脂製のフロントパネルを貼り合わせる際には、耐発泡信頼性を有する程度
に十分に硬化された、光硬化性を有しない非光硬化性粘着シートを使用せざるを得ない。
　しかし、かかる非光硬化性粘着シートは、段差吸収性の点において必ずしも満足できる
ものではなかった。
【０００９】
　本発明は、紫外線を透過しない紫外線カット性を有する樹脂部材と光硬化性粘着シート
とが積層してなる構成を備えた光硬化性粘着シート積層体に関し、貼合部材の被着面に凹
凸がある場合の段差吸収性と、貼合後の耐発泡信頼性とを両立させることができる、新た
な光硬化性粘着シート積層体を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像表示
パネル（Ｐ）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であって
、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として２０％を超えて高まる光硬
化性を有し、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法を提案する
。
　本発明はまた、光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像
表示パネル（Ｐ）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であ
って、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１５％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体を含む粘着剤組成物から形成さ
れ、かつ、該（共）重合体の共重合成分としてアクリル酸を含まないものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法を提案する
。
　本発明はまた、光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像
表示パネル（Ｐ）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であ
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って、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～５０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１５％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体を含む粘着剤組成物から形成さ
れ、かつ、該粘着剤組成物はエポキシ系架橋剤を含まないものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法を提案する
。
　本発明はまた、光硬化性粘着シート（Ｙ）を有する光硬化性粘着シート積層体と、画像
表示パネル（Ｐ）とが貼り合わされた構成を備えた画像表示パネル積層体の製造方法であ
って、
　前記光硬化性粘着シート積層体は、波長３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、か
つ、波長４０５ｎｍでの光線透過率が６０％以上の樹脂部材（Ｘ）と、光硬化性粘着シー
ト（Ｙ）とが積層してなる構成を備え、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）は、単層又は２層以上の多層構成であって、単層又は多
層の樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、ゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～６０％であって、且つ、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１０％以上高まる光硬化性
を有し、且つ、光照射によって仮硬化されたものであり、
　前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを積
層し、
　当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射し
て光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パ
ネル（Ｐ）とを貼合することを特徴とする、画像表示パネル積層体の製造方法を提案する
。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明が提案する光硬化性粘着シート積層体は、光硬化前のゲル分率が０～６０％であ
る粘着層Ｙ１を有する光硬化性粘着シート（Ｙ）を備えているから、被着面の凹凸などの
段差を埋める段差吸収性を得ることができる。
　その一方、該光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１は、樹脂部材（Ｘ）の外側から該
樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１０％
以上高まる光硬化性を備えているから、樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介
して波長４０５ｎｍの光を照射することにより、該粘着層Ｙ１を硬化させることができ、
凝集力を高めて貼合後の耐発泡信頼性をも得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　次に、本発明の実施形態の一例について説明する。但し、かかる実施形態に本発明が限
定されるものではない。
【００１３】
＜＜本粘着シート積層体＞＞
　本発明の実施形態の一例に係る光硬化性粘着シート積層体（「本粘着シート積層体」と
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称する）は、所定の特性を備えた樹脂部材（Ｘ）と、所定の特性を備えた光硬化性粘着シ
ート（Ｙ）とが積層してなる構成を備えた粘着シート積層体である。
【００１４】
＜樹脂部材（Ｘ）＞
　樹脂部材（Ｘ）は、３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、かつ、４０５ｎｍでの
光線透過率が６０％以上であるものが好ましい。
【００１５】
　樹脂部材（Ｘ）が、３６５ｎｍでの光線透過率が１０％以下で、かつ、４０５ｎｍでの
光線透過率が６０％以上であれば、紫外線の透過を十分遮断（カット）し、樹脂部材（Ｘ
）自身及びその裏側（視認側面と反対面）に位置する光学部材（例えば偏光フィルムや位
相差フィルム等の光学フィルム）の光劣化を抑制し、かつ、光学部材に要求されるレベル
に黄色度（ＹＩ）を低減することができる。
　このような樹脂部材（Ｘ）として、樹脂材料を主成分とし、紫外線吸収剤を用いて前記
光線透過率を有するように調整されたものを挙げることができる。
【００１６】
　前記樹脂材料としては、例えばポリカーボネート系樹脂又はアクリル系樹脂を主成分樹
脂として含有する材料を挙げることができる。
　この際、「主成分樹脂」とは、樹脂部材（Ｘ）を構成する樹脂の中で最も含有質量の多
い樹脂を意味する。
【００１７】
＜光硬化性粘着シート（Ｙ）＞
　光硬化性粘着シート（Ｙ）は、所定の特性を備えた粘着層（Ｙ１）を有する光硬化性粘
着シートである。
【００１８】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた粘着
シートである。この際、光硬化性粘着シート（Ｙ）は、光硬化する余地が残された状態に
硬化（「仮硬化」とも称する）されたものであってもよいし、未だ硬化されておらず、且
つ、光硬化性を有する未硬化（「未硬化」と称する）のものであってもよい。
　光硬化性粘着シート（Ｙ）が、仮硬化された又は未硬化のものであれば、当該光硬化性
粘着シート（Ｙ）を被着体へ貼合した後、光硬化性粘着シート（Ｙ）を光硬化（「本硬化
」とも称する）することができ、その結果、凝集力を高めて接着性を高めることができる
。
【００１９】
　上述の仮硬化された又は未硬化であり、かつ、本硬化させることができる性質、すなわ
ち、波長４０５ｎｍの光の照射によって硬化する光硬化性、を有する本粘着シートの好ま
しい形態としては、次の（１）～（３）に示す粘着層（Ｙ１）を有する粘着シートを挙げ
ることができる。
【００２０】
（１）粘着層（Ｙ１）は、ゲル分率が６０％以下となるように仮硬化され、下述する可視
光開始剤（ｃ）を含有することで、該可視光開始剤（ｃ）による本硬化が可能な粘着層で
ある。
（２）粘着層（Ｙ１）は、下述する可視光開始剤（ｃ）のうちの水素引抜型の可視光開始
剤（ｃ－２）によりゲル分率が６０％以下となるように仮硬化され、該可視光開始剤（ｃ
－２）による本硬化が可能な粘着層である。
（３）粘着層（Ｙ１）は、未硬化のままでシート形状を保持し、下述する可視光開始剤（
ｃ）を含有することで、該可視光開始剤（ｃ）による本硬化が可能な粘着層である。
【００２１】
　上記（１）の粘着層（Ｙ１）の形成方法としては、例えば可視光開始剤（ｃ）と、官能
基（ｉ）を有する（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）と、該官能基（ｉ）と
反応する官能基（ｉｉ）を有する化合物と、その他、必要に応じて炭素－炭素二重結合を



(9) JP 6866881 B2 2021.4.28

10

20

30

40

50

有する光重合性化合物（特に多官能モノマー）などの架橋剤（ｂ）と、さらに必要に応じ
てシランカップリング剤（ｄ））とを含む組成物（後述する本樹脂組成物の一例）を、加
熱又は養生させ、粘着層（Ｙ１）を形成する方法を挙げることができる。
　該方法によれば、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体中の官能基（ｉ）と、該化
合物中の官能基（ｉｉ）とが反応し、化学的な結合が形成されることで硬化（架橋）して
、粘着層（Ｙ１）が形成される。このようにして粘着層（Ｙ１）を形成することで、可視
光開始剤（ｃ）が活性を有したまま粘着層（Ｙ１）中に存在することができる。
【００２２】
　上記記官能基（ｉ）と官能基（ｉｉ）の組み合わせとしては、例えばカルボキシル基と
エポキシ基、カルボキシル基とアジリジル基、ヒドロキシル基とイソシアネート基、アミ
ノ基とイソシアネート基、カルボキシル基とイソシアネート基などを挙げることができる
。この中でも、ヒドロキシル基とイソシアネート基、アミノ基とイソシアネート基、又は
、カルボキシル基とイソシアネート基の組み合わせが特に好ましい。より詳細には、上記
（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ）が水酸基を有し（下述する水酸基含有モノマ
ーを使用し）、かつ、上記化合物がイソシアネート基を有する場合が特に好適な例である
。
【００２３】
　また、上記官能基（ｉｉ）を有する化合物は、さらに、（メタ）アクリロイル基等のラ
ジカル重合性官能基を有していてもよい。これにより、前記ラジカル重合性官能基による
（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体、具体的には、下述する活性エネルギー線架橋
性構造部位を有する（メタ）アクリル酸エステル共重合体の光硬化（架橋）性を維持した
まま粘着層（Ｙ１）を形成することができる。より詳細には、上記（メタ）アクリル酸エ
ステル（共）重合体（ａ）が水酸基を有し（下述する水酸基含有モノマーを使用し）し、
上記化合物が、（メタ）アクリロイル基を有する場合（２－アクリロイルオキシエチルイ
ソシアネート、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネート、１，１－（ビスアクリ
ロイルオキシメチル）エチルイソシアネート等）が特に好適な例である。
　このように、該ラジカル重合性官能基による（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体
同士の架橋反応を利用することにより、架橋剤（ｂ）を用いなくとも光硬化（架橋）後の
凝集力が効率よく上がりやすく信頼性に優れる等の利点があるため、より好ましい。
【００２４】
　なお、上記以外の点についての好ましいアクリル酸エステル（共）重合体（ａ）や、上
記架橋剤（ｂ）、上記可視光開始剤（ｃ）及びシランカップリング剤（ｄ）の好ましい形
態等については下述する。
【００２５】
　上記（２）の粘着層（Ｙ１）の形成方法としては、例えば可視光開始剤（ｃ）として、
下述する水素引抜型の可視光開始剤（ｃ－２）を利用する方法を挙げることができる。水
素引抜型開示剤は、一度励起されても、該開始剤のうち反応しなかったものは基底状態に
戻るため、可視光開始剤として再度利用可能である。このように、水素引抜型の可視光開
始剤を利用することで、可視光照射による仮硬化後においても、該可視光開始剤による可
視光硬化（架橋）性を維持させることができる。
　なお、上記以外の点及び可視光開始剤（ｃ－２）の好ましい形態等については下述する
。
【００２６】
　上記（３）の粘着層（Ｙ１）の形成方法としては、例えば（メタ）アクリル酸エステル
共重合体（ａ）を構成するモノマー成分として、下述するマクロモノマーを利用する方法
を挙げることができる。より具体的には、枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト
共重合体を利用する方法を挙げることができる。このようなマクロモノマーを利用するこ
とで、室温状態では、枝成分同士が引き寄せ合って組成物（後述する本樹脂組成物の一例
）として物理的架橋をしたような状態を維持することができる。
　したがって、未硬化（架橋）のままでシート形状を保持させることができ、可視光開始
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剤（ｃ）を含む粘着層（Ｙ１）を形成することができる。
　なお、上記以外の点及び枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体の好ま
しい形態等については下述する。
【００２７】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）は、前記粘着層（Ｙ１）の単層構成であっても、前記粘着層
（Ｙ１）を有する２層以上の多層構成であってもよい。
　多層の場合、少なくとも樹脂部材（Ｘ）側表面の粘着層Ｙ１が、前記粘着層（Ｙ１）で
あればよく、全ての粘着層が前記粘着層（Ｙ１）であってもよい。
【００２８】
（粘着層（Ｙ１））
　上記粘着層（Ｙ１）は、次の（１）及び（２）の全ての特性を備えるのが好ましい。
　（１）通常状態すなわち光照射前の状態のゲル分率（「光照射前ゲル分率Ｘ１」と称す
る）が０～６０％の範囲内にある。
　（２）前記樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を
照射した際に、ゲル分率の差として１０％以上高まる光硬化性を備えている。
【００２９】
　粘着層（Ｙ１）は、加熱により軟化乃至流動するホットメルト性を有していれば、貼合
部材の被着面に凹凸などの段差がある場合、段差の隅々まで粘着剤をより一層容易に充填
させることができ、段差吸収性をさらに高めることができるから、好ましい。
　かかる観点からは、粘着層（Ｙ１）は、上記（３）の粘着層（Ｙ１）とすることが好ま
しい。
【００３０】
（ゲル分率）
　上述のように粘着層（Ｙ１）のゲル分率（光照射前ゲル分率Ｘ１）は０～６０％の範囲
内であるのが好ましい。
　粘着層（Ｙ１）のゲル分率が６０％以下であれば、光照射によって硬化する余地のある
未架橋成分が十分多くあり（仮硬化状態又は未硬化状態にあり）、それだけ柔軟であって
、かつ、本硬化の際に、“光照射後ゲル分率Ｘ２－光照射前ゲル分率Ｘ１”を１０％以上
とすることができる観点から好ましい。
　かかる観点から、粘着層（Ｙ１）のゲル分率は０～６０％の範囲内であるのが好ましく
、中でも５５％以下、その中でも５０％以下であるのがさらに好ましい。
【００３１】
　粘着層（Ｙ１）のゲル分率（光照射前ゲル分率Ｘ１）を上記範囲に調整するには、後述
する本樹脂組成物の重合時及び粘着シートの加工時に残存触媒を十分除去する、或いは重
合禁止剤、酸化防止剤を使用するなどにより、本硬化前に熱、光などによる意図しない硬
化（架橋）反応が進まないようにすればよく、また、光照射によって仮硬化を施す場合に
は、仮硬化させるために照射する光の積算光量を十分小さくし、未架橋成分が十分多くな
るようにすればよい。但し、かかる方法に限定するものではない。
【００３２】
　さらに、粘着層（Ｙ１）は、波長４０５ｎｍの光の照射によって硬化する光硬化性を備
えているのが好ましく、その光硬化性の程度としては、例えば樹脂部材（Ｘ）の外側から
該樹脂部材（Ｘ）を介して、波長４０５ｎｍの光を照射した際に、ゲル分率の差として１
０％以上、中でも１５％以上、中でも２０％以上、中でも３０％以上、その中でも５０％
以上高まる光硬化性を備えているのが好ましい。
　なお、「波長４０５ｎｍの光を照射」とは、紫外線光量計を用いて測定される、波長４
０５ｎｍを感光ピークとして、３２０～４７０ｎｍの波長範囲までに裾野が広がる光感度
を有する光を照射することを意味する。
【００３３】
　中でも、粘着層（Ｙ１）は、前記樹脂部材（Ｘ）の外側から、例えば該樹脂部材（Ｘ）
を介して、波長４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した
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際、光照射前のゲル分率（光照射前ゲル分率Ｘ１）と光照射後のゲル分率（「光照射後ゲ
ル分率Ｘ２」と称する）との差（光照射後ゲル分率Ｘ２－光照射前ゲル分率Ｘ１）が１０
％以上となる光硬化性を備えることが好ましい。
　したがって、例えば光照射前ゲル分率Ｘ１が４０％である場合、波長４０５ｎｍでの積
算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した後の粘着層（Ｙ１）のゲル分率（
「光照射後ゲル分率Ｘ２」と称する）が５０％以上になるような光硬化性を備えることが
好ましい。
　光硬化前後の粘着層（Ｙ１）のゲル分率差１０％以上であれば、過酷な高温高湿環境等
においても高凝集力となり、耐発泡信頼性を高めることができるから、好ましい。
　よって、上記光照射前後の粘着層（Ｙ１）のゲル分率差は１０％以上であるのが好まし
く、中でも１５％以上、中でも２０％以上、中でも３０％以上、その中でも５０％以上で
あるのがさらに好ましい。
　上記光照射前後の粘着層（Ｙ１）のゲル分率差が上記範囲になるように調整するには、
波長４０５ｎｍに光開始剤による吸収があればよい。但し、かかる方法に限定するもので
はない。
【００３４】
　なお、「波長４０５ｎｍでの積算光量」とは、単位面積あたりに受ける照射エネルギー
の総量であり、高圧水銀ランプ等により照射された光のうち、紫外線積算光量計「ＵＩＴ
－２５０」（ウシオ電機株式会社製）及び受光器「ＵＶＤ－Ｃ４０５」（ウシオ電機株式
会社製）を用いて測定された光照射エネルギーの総量を指し、受光器の感光特性（４０５
ｎｍを感光ピークとして、３２０～４７０ｎｍの波長範囲までに裾野が広がる光感度を有
する）に応じた波長領域での積算光量を指す。より具体的には、実施例に記載の方法に準
拠して求められる積算光量をいう。
【００３５】
（光線透過率）
　粘着層（Ｙ１）は、波長３９０ｎｍでの光線透過率が８９％以下であって、かつ、波長
４１０ｎｍでの光線透過率が８０％以上であるのが好ましい。
　波長４００ｎｍ前後の紫外～可視光領域に吸収をもつ光開始剤を配合した粘着剤配合物
については、光開始剤の光吸収が大きく、その吸収に由来する波長３９０ｎｍでの光線透
過率が低いほど感光性が良く硬化は進行しやすくなる。
　一方で波長４１０ｎｍでの光線透過率が一定以上に高くないと、粘着層（Ｙ１）が黄着
色し光学部材に使用することが困難になる。
　以上の目安として、波長３９０ｎｍでの光線透過率が８９％以下であれば、粘着層（Ｙ
１）が、十分な可視光硬化性を担保できるため好ましく、波長４１０ｎｍでの光線透過率
が８０％以上であれば、透明性が要求される光学部材の貼合に必要な十分に低い黄色度（
ＹＩ）を達成できるから、好ましい。
　よって、粘着層（Ｙ１）は、波長３９０ｎｍでの前記光線透過率が８９％以下であるの
が好ましく、中でも８８％以下であるのがさらに好ましい。また、波長４１０ｎｍでの光
線透過率が８０％以上であるのが好ましく、中でも８５％以上、中でも９０％以上である
のがさらに好ましい。
　粘着層（Ｙ１）の光線透過率を上記のようにするには、可視光に吸収のある開始剤のう
ち、吸収ピークの裾野が３９０ｎｍまでは十分届いているのに対し、４１０ｎｍでは吸収
ピークが小さくなる吸光ピーク特性をもつものを用いればよい。但し、かかる方法に限定
するものではない。
【００３６】
（貯蔵弾性率）
　粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）は、温度２５℃、周波数１Ｈｚにおいて、０．９
×１０５Ｐａ以下であるのが好ましい。
　このような粘弾性特性を有することで、光硬化性粘着シート（Ｙ）は、被着面の凹凸な
どの段差を埋めるのに特に優れた段差吸収性を得ることが可能になる。
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　かかる観点から、粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）は、温度２５℃、周波数１Ｈｚ
において、０．９×１０５Ｐａ以下であるのが好ましく、中でも０．８×１０５Ｐａ以下
であることがさらに好ましい。
【００３７】
　粘着層（Ｙ１）はまた、波長４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）であ
る光を照射した際、好ましくは樹脂部材（Ｘ）側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０
５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）である光を照射した際、光照射後の貯蔵
弾性率（Ｇ’）が、温度１２０℃、周波数１Ｈｚにおいて、０．７×１０４Ｐａ以上であ
るのが好ましい。
　光硬化後の粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）が上記範囲となれば、樹脂部材（Ｘ）
との積層体を高温試験、高温高湿試験などに供した際に、樹脂部材（Ｘ）からのアウトガ
ス成分により粘着層（Ｙ１）が発泡するのを抑制することができる点で好ましい。
　かかる観点から、光硬化後の粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）は、温度１２０℃、
周波数１Ｈｚにおいて、０．７×１０４Ｐａ以上であるのが好ましく、中でも１．０×１
０４Ｐａ以上であることがより好ましく、その中でも２．０×１０４Ｐａ以上であること
がさらに好ましい。
【００３８】
　ところで、タッチパネル機能を有する画像表示装置などにおいては、フロントパネル／
粘着層の裏側に配置されるタッチセンサーとして、ガラスセンサー、フィルムセンサー、
偏光板ガラス（内部にセンサーが組み込まれたオンセル型やインセル型）などがモジュー
ル設計によって使い分けられており、センサー部材の構成によって環境試験での不具合の
発生しやすさは異なる。
　本願発明における実験検討の結果、本粘着シート積層体がガラスセンサーに貼合して使
用される場合は、粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）の好ましい範囲は、上記範囲のと
おりである一方、フィルムセンサーに貼合して使用される場合は、フィルムセンサーが通
常１００μｍ以下の薄肉で剛性が小さく、シランカップリング剤による信頼性向上効果は
、ガラス材による信頼性向上と比べると低いため、湿熱環境試験においてガラスセンサー
の場合よりも発泡が生じやすく、さらに高い水準の貯蔵弾性率（Ｇ’）が必要となる。
【００３９】
　そこで、かかる観点、すなわち、本粘着シート積層体がフィルムセンサーに貼合して使
用される場合の光硬化後の粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）、すなわち、樹脂部材（
Ｘ）側から該樹脂部材（Ｘ）を介して波長４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃ
ｍ２）である光を照射した際の粘着層（Ｙ１）の貯蔵弾性率（Ｇ’）の好ましい範囲とし
ては、２．０×１０４Ｐａ以上であり、中でも５．０×１０４Ｐａ以上であることがより
好ましく、その中でも８．０×１０４Ｐａ以上であることがさらに好ましい。
【００４０】
（粘着層（Ｙ１）の組成）
　粘着層（Ｙ１）は、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）及び可視光開始剤
（ｃ）、必要に応じてさらに架橋剤（ｂ）、必要に応じてさらにシランカップリング剤（
ｄ）、必要に応じてさらにその他の材料を含有する粘着剤組成物（「本樹脂組成物」と称
する）から形成することができる。
【００４１】
［（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）］
　上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）は、光硬化可能であることが好ま
しい。
【００４２】
　なお、「（メタ）アクリル」とは、アクリル及びメタクリルを意味し、「（メタ）アク
リロイル」とは、アクリロイル及びメタクリロイルを意味し、「（メタ）アクリレート」
とはアクリレート及びメタクリレートをそれぞれ包括する意味である。「（共）重合体」
とは、重合体及び共重合体を包括する意味である。また、「シート」とは、シート、フィ
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ルム、テープを概念的に包含するものである。
【００４３】
　上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）としては、例えばアルキル（メタ
）アクリレートの単独重合体の他、これと共重合可能なモノマー成分を重合することによ
り得られる共重合体を挙げることができる。例えばアルキル（メタ）アクリレートの単独
重合体の他、これと共重合可能なモノマー成分を重合することにより得られる共重合体を
挙げることができる。
【００４４】
　より具体的には、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）として、アルキ
ル（メタ）アクリレートと、これと共重合可能なモノマー成分、例えば（ａ）カルボキシ
ル基含有モノマー（以下「共重合性モノマーＡ」とも称する。）、（ｂ）水酸基含有モノ
マー（以下「共重合性モノマーＢ」とも称する。）、（ｃ）アミノ基含有モノマー（以下
「共重合性モノマーＣ」とも称する。）、（ｄ）エポキシ基含有モノマー（以下「共重合
性モノマーＤ」とも称する。）、（ｅ）アミド基含有モノマー（以下「共重合性モノマー
Ｅ」とも称する。）、（ｆ）ビニルモノマー（以下「共重合性モノマーＦ」とも称する。
）、（ｇ）側鎖の炭素数が１～３の（メタ）アクリレートモノマー（以下「共重合性モノ
マーＧ」とも称する。）及び（ｈ）マクロモノマー（以下「共重合性モノマーＨ」とも称
する。）から選択される何れか一つ以上のモノマーを含むモノマー成分との共重合体を挙
げることができる。
【００４５】
　上記アルキル（メタ）アクリレートとしては、側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐
アルキル（メタ）アクリレートが好ましい。
　この側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレートとしては、
例えばｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブ
チル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリ
レート、イソペンチル（メタ）アクリレート、ネオペンチル（メタ）アクリレート、ヘキ
シル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）ア
クリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリー
ト、イソオクチル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メ
タ）アクリレート、ｔ－ブチルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）ア
クリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、ラウ
リル（メタ）アクリレート、トリデシル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）ア
クリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、イソステ
アリル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、３，５，５－トリメ
チルシクロヘキサン（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、
ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）ア
クリレート等を挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合わせて使用して
もよい。
　上記の中でも、炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレートとして
、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（
メタ）アクリレート及びイソボルニル（メタ）アクリレートの何れか１種以上を含むこと
が特に好ましい。
【００４６】
　上記共重合性モノマーＡとしては、例えば（メタ）アクリル酸、２－（メタ）アクリロ
イルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルヘキ
サヒドロフタル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルフタル酸、２－（メタ）アク
リロイルオキシプロピルフタル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルマレイン酸、
２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルマレイン酸、２－（メタ）アクリロイルオキシ
エチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルコハク酸、クロトン酸、フマ
ル酸、マレイン酸、イタコン酸を挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み
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合わせてもよい。
【００４７】
　上記共重合性モノマーＢとしては、例えば２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル（メタ）
アクリレート類を挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合わせてもよい
。
【００４８】
　上記共重合性モノマーＣとしては、例えばアミノメチル（メタ）アクリレート、アミノ
エチル（メタ）アクリレート、アミノプロピル（メタ）アクリレート、アミノイソプロピ
ル（メタ）アクリレート等のアミノアルキル（メタ）アクリレート、Ｎ－アルキルアミノ
アルキル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート等のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノア
ルキル（メタ）アクリレートを挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合
わせてもよい。
【００４９】
　上記共重合性モノマーＤとしては、例えばグリシジル（メタ）アクリレート、メチルグ
リシジル（メタ）アクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリ
レート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレートグリシジルエーテルを挙げることが
できる。これらは１種又は２種以上を組み合わせてもよい。
【００５０】
　上記共重合性モノマーＥとしては、例えば（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、ダイアセトン（
メタ）アクリルアミド、マレイン酸アミド、マレイミドを挙げることができる。これらは
１種又は２種以上を組み合わせてもよい。
【００５１】
　上記共重合性モノマーＦとしては、ビニル基を分子内に有する化合物を挙げることがで
きる。このような化合物としては、アルキル基の炭素数が１～１２である（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステル類並びに分子内にヒドロキシル基、アミド基及びアルコキシルアル
キル基等の官能基を有する官能性モノマー類並びにポリアルキレングリコールジ（メタ）
アクリレート類並びに酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル及びラウリン酸ビニル等のビニル
エステルモノマー並びにスチレン、クロロスチレン、クロロメチルスチレン、α－メチル
スチレン及びその他の置換スチレン等の芳香族ビニルモノマーを例示することができる。
これらは１種又は２種以上を組み合わせてもよい。
　なお、前記の中でも、アルキル（メタ）アクリレートと、該アルキル（メタ）アクリレ
ート以外の前記共重合性モノマーＦを選択することが好ましい。
【００５２】
　上記共重合性モノマーＧとしては、例えばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ
）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、ｉ－プロピル（メタ）アクリレー
ト等を挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合わせてもよい。
　なお、前記の中でも、アルキル（メタ）アクリレートと、該アルキル（メタ）アクリレ
ート以外の前記共重合性モノマーＧを選択することが好ましい。
【００５３】
　上記共重合性モノマーＨとしてのマクロモノマーは、末端の官能基と高分子量骨格成分
とを有する高分子単量体であり、重合により（メタ）アクリル酸エステル共重合体となっ
た際に側鎖の炭素数が２０以上となるモノマーであるのが好ましい。
【００５４】
　共重合性モノマーＨを用いることにより、グラフト共重合体の枝成分としてマクロモノ
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マーを導入し、（メタ）アクリル酸エステル共重合体をグラフト共重合体とすることがで
きる。例えば枝成分としてマクロモノマーを備えたグラフト共重合体からなる（メタ）ア
クリル酸エステル共重合体（ａ－１）とすることができる。
　したがって、共重合性モノマーＨと、それ以外のモノマーの選択や配合比率によって、
グラフト共重合体の主鎖と側鎖の特性を変化させることができる。
【００５５】
　上記マクロモノマーの骨格成分は、アクリル酸エステル重合体又はビニル系重合体から
構成されるのが好ましい。例えば上記側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（
メタ）アクリレート、上記共重合性モノマーＡ、上記の共重合性モノマーＢ、上記共重合
性モノマーＧ等に例示されるものが挙げられ、これらは単独で又は２種類以上を組み合わ
せて使用することができる。
【００５６】
　中でも、（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ－１）の幹成分は、疎水性の（メタ
）アクリル酸エステルと、親水性の（メタ）アクリル酸エステルとを構成単位として含有
するのが好ましい。
【００５７】
　上記の疎水性の（メタ）アクリル酸エステルとしては、極性基を有さないアルキルエス
テル（但し、メチルアクリレートを除く）が好ましく、例えばｎ－ブチル（メタ）アクリ
レート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－
ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、イソペンチル（メタ）ア
クリレート、ネオペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、シク
ロヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル
アクリレート、ｎ－オクチルアクリート、イソオクチルアクリレート、ノニル（メタ）ア
クリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチルシクロヘキシル（メタ）アク
リレート、デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ウンデシル
（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、
ステアリル（メタ）アクリレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、ベヘニル（メ
タ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリ
レート、ジシクロペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレ－ト、メチルメタクリレート
を挙げることができる。
　また、疎水性のビニルモノマーとしては、例えば酢酸ビニル、スチレン、ｔ－ブチルス
チレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、アルキルビニルモノマーなどを挙げるこ
とができる。
【００５８】
　他方、上記の親水性の（メタ）アクリレートモノマーとしては、メチルアクリレートや
極性基を有するエステルが好ましく、例えばメチルアクリレート、（メタ）アクリル酸、
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレートや、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート
、グリセロール（メタ）アクリレート等の水酸基含有（メタ）アクリレートや、（メタ）
アクリル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフタル酸、２－（メタ
）アクリロイルオキシプロピルヘキサヒドロフタル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシ
エチルフタル酸、２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルフタル酸、２－（メタ）アク
リロイルオキシエチルマレイン酸、２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルマレイン酸
、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシプ
ロピルコハク酸、クロトン酸、フマル酸、マレイン酸、イタコン酸、マレイン酸モノメチ
ル、イタコン酸モノメチル等のカルボキシル基含有モノマー、無水マレイン酸、無水イタ
コン酸等の酸無水物基含有モノマー、（メタ）アクリル酸グリシジル、α－エチルアクリ
ル酸グリシジル、（メタ）アクリル酸３,４－エポキシブチル等のエポキシ基含有モノマ
ー、メトキシポリエチレングリコール(メタ)アクリレート等のアルコキシポリアルキレン
グリコール（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、ヒドロキシエチル
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アクリルアミド等などを挙げることができる。
【００５９】
　上記共重合性モノマーＨとしての上記マクロモノマーは、ラジカル重合性基、ヒドロキ
シル基、イソシアネート基、エポキシ基、カルボキシル基、アミノ基、アミド基又はチオ
ール基等の官能基を有するものであるのが好ましい。
　上記マクロモノマーとしては、他のモノマーと共重合可能なラジカル重合性基を有する
ものが好ましい。ラジカル重合性基は一つ或いは二つ以上含有していてもよく、中でも一
つであるものが特に好ましい。
　上記マクロモノマーが官能基を有する場合も官能基は一つ或いは二つ以上含有していて
もよく、中でも一つであるものが特に好ましい。
　また、ラジカル重合性基と官能基はどちらか一方でも、両方含有していてもよい。ラジ
カル重合性基と官能基を両方含有する場合は、他のモノマーからなる重合物ユニットとの
付加する官能基又は他のモノマーと共重合するラジカル重合性基の何れか以外の官能基若
しくはラジカル重合性基は二つ以上であってもよい。
【００６０】
　前記マクロモノマーの末端官能基としては、例えばメタクリロイル基、アクリロイル基
、ビニル基などのラジカル性重合基のほか、ヒドロキシル基、イソシアネート基、エポキ
シ基、カルボキシル基、アミノ基、アミド基、チオール基等の官能基を挙げることができ
る。
　中でも、他のモノマーと共重合可能なラジカル重合性基を有するものが好ましい。ラジ
カル重合性基は一つ或いは二つ以上含有していてもよく、中でも一つであるものが特に好
ましい。マクロモノマーが官能基を有する場合においても、官能基は一つ或いは二つ以上
含有していてもよく、中でも一つであるものが特に好ましい。
　また、ラジカル重合性基と官能基は、どちらか一方でも、両方含有していてもよい。ラ
ジカル重合性基と官能基を両方含有する場合は、他のモノマーからなる重合物ユニットと
の付加する官能基又は他のモノマーと共重合するラジカル重合性基の何れか以外の官能基
もしくはラジカル重合性基は二つ以上であってもよい。
【００６１】
　前記マクロモノマーの数平均分子量は、５００～２万であるのが好ましく、中でも８０
０以上或いは８０００以下、その中でも１０００以上或いは７０００以下であるのが好ま
しい。
【００６２】
　前記マクロモノマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、上記（メタ）アクリル酸エステル（
共）重合体（ａ－１）を構成する共重合体成分のガラス転移温度よりも高いことが好まし
い。
　具体的には、マクロモノマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は、光硬化性粘着シート（Ｙ）
の加熱溶融温度（ホットメルト温度）に影響するため、３０℃～１２０℃であるのが好ま
しく、中でも４０℃以上或いは１１０℃以下、その中でも５０℃以上或いは１００℃以下
であるのがさらに好ましい。
【００６３】
　マクロモノマーがこのようなガラス転移温度（Ｔｇ）であれば、分子量を調整すること
により、優れた加工性や保管安定性を保持できると共に、５０℃から８０℃付近でホット
メルトするように調整することができる。
　マクロモノマーのガラス転移温度とは、当該マクロモノマー自体のガラス転移温度を意
味し、示差走査熱量計（ＤＳＣ）で測定することができる。
【００６４】
　また、室温状態では、枝成分同士が引き寄せ合って粘着剤組成物として物理的架橋をし
たような状態を維持することができ、しかも、適度な温度に加熱することで前記物理的架
橋が解れて流動性を得ることができるようにするためには、マクロモノマーの分子量や含
有量を調整することも好ましい。
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【００６５】
　かかる観点から、マクロモノマーは、（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ）中に
５質量％～３０質量％の割合で含有することが好ましく、中でも６質量％以上或いは２５
質量％以下、その中でも８質量％以上或いは２０質量％以下の割合で含有することがさら
に好ましい。
　また、マクロモノマーの数平均分子量は、５００～１０万であるのが好ましく、中でも
８０００未満であることが好ましく、中でも８００以上或いは７５００未満、その中でも
１０００以上或いは７０００未満であるのがさらに好ましい。
【００６６】
　上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）は、活性エネルギー線架橋性構造
部位を有することが好ましい。
　上記活性エネルギー線架橋性構造とは、例えば後述する可視光開始剤（ｃ）の存在下に
おいて、活性エネルギー線の照射により、（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ）の
一部分、又は、（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ）以外の硬化成分と反応し、架
橋構造を形成し得る構造部位である。
【００６７】
　上記活性エネルギー線架橋性構造部位としては、例えば（メタ）アクリロイル基、ビニ
ル基等の不飽和二重結合を有する官能基等の炭素－炭素二重結合を有するラジカル重合性
官能基を有する構造を挙げることができる。
　上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）のポリマー鎖が不飽和二重結合を
有することにより、架橋剤を含有しない場合であっても、ポリマー鎖同士が直接重合する
ことができ、貯蔵弾性率（Ｇ’）を高い水準に上げることができる。
　なお、活性エネルギー線照射をするに際しては、波長４０５ｎｍの光を含んでいる任意
の光源を使用すればよく、硬化速度、照射装置の入手のし易さ、価格等から可視光ＬＥＤ
光源、高圧水銀ランプなどを利用することができる。
【００６８】
　不飽和二重結合を有する官能基等の炭素－炭素二重結合を有するラジカル重合性官能基
を有する構造を導入するには、例えば、予め上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合
体（ａ）に官能基を有するモノマーを共重合した後、この官能基と反応し得る官能基（例
えば２－イソシアナトエチル（メタ）アクリレート等）及び不飽和二重結合を有するモノ
マー等の炭素－炭素二重結合を有する化合物を、炭素－炭素二重結合の硬化性を維持した
まま反応させればよい。
【００６９】
　中でも（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ）は、活性エネルギー線架橋性構造部
位を有し、かつ、炭素数１０～２４の直鎖アルキル基を有する（メタ）アクリル酸エステ
ルモノマーを含むモノマー成分の（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ－２）で
あるのが好ましい。
　このような（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ－２）としては、例えば、デ
シル（メタ）アクリレート（アルキル基の炭素数１０）、ラウリル（メタ）アクリレート
（炭素数１２）、トリデシル（メタ）アクリレート（炭素数１３）、ヘキサデシル（メタ
）アクリレート（炭素数１６）、ステアリル（メタ）アクリレート（炭素数１８）、ベヘ
ニル（メタ）アクリレート（炭素数２２）等を挙げることができる。これらは単独で用い
てもよいし２種以上を併用してもよい。
【００７０】
　また、炭素数１０～２４のアルキル基を有する直鎖の（メタ）アクリル酸アルキルエス
テルモノマー（ａ）のなかでも、低誘電率化及びアクリル系樹脂のガラス転移温度を下げ
ることができる点から、アルキルメタクリレートを用いることが好ましく、特に好ましく
は炭素数１２～２０のアルキル基を有するものであり、最も好ましくはステアリルメタク
リレート、ラウリルメタクリレート、トリデシルメタクリレートである。
【００７１】
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　炭素数１０～２４の直鎖のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルモ
ノマー（ａ）の含有量は、（共）重合成分全体に対して５０～９４重量％であり、好まし
くは６０～８３重量％、特に好ましくは７０～８０重量％である。前記範囲内とすること
により、誘電率が高くなったり、樹脂の熱安定性が低下したりする虞がない。
【００７２】
［架橋剤（ｂ）］
　上記架橋剤（ｂ）としては、少なくとも二重結合架橋を有する架橋剤が好ましい。例え
ば（メタ）アクリロイル基、エポキシ基、イソシアネート基、カルボキシル基、ヒドロキ
シル基、カルボジイミド基、オキサゾリン基、アジリジン基、ビニル基、アミノ基、イミ
ノ基、アミド基から選ばれる少なくとも１種の架橋性官能基を有する架橋剤を挙げること
ができ、１種又は２種以上を組み合わせて使用してもよい。
　特に、架橋剤を２種類以上組み合わせて使用することで、それぞれを単独で使用した場
合と比べて、総計の配合量が同じ場合であっても、高い貯蔵弾性率（Ｇ’）を達成できる
。
　したがって、架橋剤（ｂ）を２種類以上組み合わせて使用することがより好ましい。
　また、架橋剤（ｂ）が（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）と化学結合した
態様も包含される。
【００７３】
　中でも、炭素－炭素二重結合を有する光重合性化合物、とりわけ、多官能（メタ）アク
リレートを用いるのが好ましい。ここで、多官能は２つ以上の架橋性官能基を有するもの
を指す。なお、必要に応じて３つ以上、４つ以上の架橋性官能基を有してもよい。
　なお、上記架橋性官能基は、脱保護可能な保護基で保護されていてもよい。
【００７４】
　上記多官能（メタ）アクリレートとしては、例えば１，４－ブタンジオールジ（メタ）
アクリレート、グリセリンジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）
アクリレート、グリセリングリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、
トリシクロデカンジメタクリレート、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレ
ート、ビスフェノールＡポリエトキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＡポリプ
ロポキシジ（メタ）アクリレート、ビスフェノールＦポリエトキシジ（メタ）アクリレー
ト、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパントリオキシエチル（メタ）アクリレート、ε－カプ
ロラクトン変性トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートトリ（メタ）アクリレ
ート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プロポキシ化ペンタエリスリト
ールトリ（メタ）アクリレート、エトキシ化ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、プロポキシ化ペンタエリスリ
トールテトラ（メタ）アクリレート、エトキシ化ペンタエリスリトールテトラ（メタ）ア
クリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）
アクリレート、トリペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリペンタエリ
スリトールペンタ（メタ）アクリレート、ヒドロキシビバリン酸ネオペンチルグリコール
ジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシビバリン酸ネオペングリコールのε－カプロラクト
ン付加物のジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート
、トリメチロールプロパンポリエトキシトリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプ
ロパンテトラ（メタ）アクリレート等の紫外線硬化型の多官能（メタ）アクリル系モノマ
ーの他、ポリエステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン
（メタ）アクリレート、ポリエーテル（メタ）アクリレート等の多官能（メタ）アクリル
系オリゴマーを挙げることができる。これらは１種又は２種以上を組み合わせて使用して
もよい。
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【００７５】
　上述した多官能（メタ）アクリレートの中でも、高凝集力の付与の観点からは、形成さ
れる架橋構造における架橋点間距離が短く架橋密度が密の構造となるものが好ましく、例
えば、アルキレンオキサイド未変性の３官能以上の多官能（メタ）アクリレートが好まし
く、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メ
タ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリ
レート、トリペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリペンタエリスリト
ールペンタ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレートからなる群より選択される多官能
（メタ）アクリレート（ｂ－１）が好ましい。
　該多官能（メタ）アクリレート（ｂ－１）は、１種又は２種以上を組み合わせて（混合
物として）使用してもよい。
【００７６】
　また、架橋剤として、上記多官能（メタ）アクリレート（ｂ－１）を使用する場合には
、相溶性の観点から、上記（メタ）アクリル酸エステル（ａ）は、極性成分として親水性
モノマーを含むモノマー成分の共重合体であるのが好ましい。
【００７７】
　該（メタ）アクリル酸エステル（ａ）が極性成分を含むことで、上記多官能（メタ）ア
クリレート（ｂ－１）との相溶性が良好となり、混合時に混ざり易くなり、未架橋の状態
で長時間保管した際の相分離が生じづらくなり、ヘイズ値が上昇する虞がない。
【００７８】
　具体的には、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）としては、上述した
アルキル（メタ）アクリレートと、これと共重合可能な共重合性モノマーとして、上述し
た共重合性モノマーＡ～Ｇから親水性モノマーを適宜選択したもの、中でも、上述した親
水性の（メタ）アクリル酸エステル、或いは、少なくとも共重合性モノマーＧから選択さ
れるメチル（メタ）アクリレートを含有するモノマー成分との共重合体であることが好ま
しい。
　さらには、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）が、少なくともメチル
（メタ）アクリレートを含有し、かつ、（共重合性モノマーＡ～Ｇから選択される）親水
性モノマーの合計量が（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）全体の中の１０質
量部以上を占める、モノマー成分の共重合体であることが特に好ましい。
【００７９】
　なお、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ－１）は、骨格成分（幹成分
）として、上述した側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレー
トと、これと共重合可能な共重合性モノマーとして、上記親水性モノマーとを含むモノマ
ー成分の共重合体であることが好ましい。
【００８０】
　架橋剤（ｂ）の含有量は、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）１００
質量部に対して０．５～５０質量部、中でも１質量部以上或いは４０質量部以下、その中
でも５質量部以上或いは３０質量部以下の割合であるのが好ましい。
【００８１】
［可視光開始剤（ｃ）］
　可視光開始剤（ｃ）は、可視光線、少なくとも３９０ｎｍ、４０５ｎｍ及び４１０ｎｍ
の波長を有する光線、例えば３８０ｎｍ～７００ｎｍの波長領域の光線の照射によって、
ラジカルを発生させて（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）の反応の起点とな
る可視光開始剤であるのが好ましい。
　但し、可視光開始剤（ｃ）は、可視光線の照射のみによってラジカルを発生させるもの
であってもよいし、また、可視光領域以外の波長領域の光線の照射によってもラジカルを
発生させるものであってもよい。
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【００８２】
　可視光開始剤（ｃ）は、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以上で
あるのが好ましく、中でも１５ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以上、その中でも２５ｍＬ／（ｇ・ｃ
ｍ）以上であるのがさらに好ましい。波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（ｇ・ｃ
ｍ）以上であることによって、可視光線の照射による硬化（架橋）が十分に進行すること
ができる。
　一方、波長４０５ｎｍでの吸光係数の上限としては、１×１０４ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以
下であるのが好ましく、１×１０３ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以下であるのがより好ましい。な
お、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）未満の光開始剤と併用しても
よい。
 
【００８３】
　光開始剤は、ラジカル発生機構によって大きく２つに分類され、光開始剤自身の単結合
を開裂分解してラジカルを発生させることができる開裂型光開始剤と、光励起した開始剤
と系中の水素供与体とが励起錯体を形成し、水素供与体の水素を転移させることができる
水素引抜型光開始剤と、に大別される。
【００８４】
　これらのうちの開裂型光開始剤は、光照射によってラジカルを発生する際に分解して別
の化合物となり、一度励起されると反応開始剤としての機能をもたなくなる。このため、
架橋反応が終了した後の粘着剤中に活性種として残存することがなく、粘着剤に予期せぬ
光劣化等をもたらす可能性がないため、好ましい。
　また、光開始剤特有の着色については、従来は粘着剤に可視光線を照射して硬化させる
開裂型可視光開始剤（ｃ－１）を添加する場合、着色のおそれがあった。そこで、可視光
開始剤（ｃ）としては、反応分解物の可視光線域の吸収がなくなり、消色するものを適宜
選択することが好ましい。
　他方、水素引抜型の光開始剤は、複数回光照射されても反応開始剤としての機能を維持
することができるばかりか、紫外線などの活性エネルギー線照射によるラジカル発生反応
時に、開裂型光開始剤のような分解物を生じないので、反応終了後に揮発成分となりにく
く、被着体へのダメージを低減させることができる点で有用である。
　よって、可視光によって励起されて重合を開始する水素引抜型可視光重合開始剤（ｃ－
２）が特に好ましい
【００８５】
　前記開裂型可視光開始剤（ｃ－１）としては、例えば２，２－ジメトキシ－１，２－ジ
フェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロ
キシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン、１－（４－（２－ヒドロキシエ
トキシ）フェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン、２－ヒロ
ドキシ－１－［４－｛４－（２－ヒドロキシ－２－メチル－プロピオニル）ベンジル｝フ
ェニル］－２－メチル－プロパン－１－オン、オリゴ（２－ヒドロキシ－２－メチル－１
－（４－（１－メチルビニル）フェニル）プロパノン）、フェニルグリオキシリック酸メ
チル、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）ブタン－
１－オン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプロパ
ン－１－オン、２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－
［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン、ビス（２，４，６－トリメチル
ベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジ
フェニルフォスフィンオキサイド、（２，４，６－トリメチルベンゾイル）エトキシフェ
ニルホスフィンオキサイドや、それらの誘導体などを挙げることができる。
　この中でも、反応後に分解物となり消色する点で、ビス（２，４，６－トリメチルベン
ゾイル）－フェニルフォスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェ
ニルフォスフィンオキサイド、（２，４，６－トリメチルベンゾイル）エトキシフェニル
ホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）２，４，４－トリメチル
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ペンチルフォスフィンオキサイド等のアシルホスフィンオキサイド系光開始剤が好ましい
。
【００８６】
　前記水素引抜型可視光開始剤（ｃ－２）としては、例えばビス（２－フェニル－２－オ
キソ酢酸）オキシビスエチレン、フェニルグリオキシリックアシッドメチルエステル、オ
キシ－フェニル－アセチックアシッド２－［２－オキソ－２－フェニル－アセトキシ－エ
トキシ］エチルエステルとオキシ－フェニル－アセチックアシッド２－［２－ヒドロキシ
－エトキシ］エチルエステルの混合物、チオキサントン、２－クロロチオキサントン、３
－メチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、アントラキノン、２－メチ
ルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、
２－アミノアントラキノン、カンファーキノンやその誘導体などを挙げることができる。
　この中でも、フェニルグリオキシリックアシッドメチルエステル、オキシ－フェニル－
アセチックアシッド２－［２－オキソ－２－フェニル－アセトキシ－エトキシ］エチルエ
ステルとオキシ－フェニル－アセチックアシッド２－［２－ヒドロキシ－エトキシ］エチ
ルエステルの混合物からなる群より選択される何れか１種又は２種であるのが好ましい。
【００８７】
　なお、可視光開始剤（ｃ）は、上記に挙げた物質に限定するものではない。上記に挙げ
た可視光開始剤（ｃ）のうちのいずれか一種又はその誘導体を使用してもよいし、二種以
上を組み合わせて使用してもよい。
　また、可視光開始剤（ｃ）の他に、紫外線等の他の光線の照射によってのみラジカルを
発生させるものを混合してもよい。
【００８８】
　可視光開始剤（ｃ）の含有量は特に制限されるものではない。粘着層（Ｙ１）中の（メ
タ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）１００質量部に対して０．１～１０質量部、
中でも０．５質量部以上或いは５質量部以下、その中でも１質量部以上或いは３質量部以
下の割合で含有するのが好ましい。
　可視光開始剤（ｃ）の含有量を上記範囲とすることで、可視光線に対する適度な反応感
度を得ることができる。
【００８９】
［シランカップリング剤（ｄ）］
　シランカップリング剤（ｄ）は、接着性の向上、中でもガラス材に対する接着力を高め
ることができる。
　シランカップリング剤としては、例えばビニル基、アクリロキシ基、メタクリロキシ基
のような不飽和基、アミノ基、エポキシ基等とともに、アルコキシ基のような加水分解可
能な官能基を有する化合物を挙げることができる。
　シランカップリング剤の具体例としては、Ｎ－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、Ｎ－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロピルメチルジメト
キシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等を例示することができ
る。
　中でも、粘着層（Ｙ１）においては、接着性が良好であり、黄変等の変色が少ないこと
等の観点から、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン又はγ－メタクリロキシプ
ロピルトリメトキシシランを好ましく用いることができる。
　前記シランカップリング剤は、１種のみを単独で又は２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００９０】
　前記シランカップリング剤（ｄ）の含有量は、粘着層（Ｙ１）１００質量部に対し０．
１～５質量部であるのが好ましく、中でも０．２質量部以上或いは３．０質量部以下であ
るのがさらに好ましい。
　なお、シランカップリング剤と同様に、有機チタネート化合物等のカップリング剤も有
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効に活用できる。
【００９１】
［その他の材料］
　粘着層（Ｙ１）を形成する本樹脂組成物に含まれる、上記以外の成分としては、例えば
光安定化剤、紫外線吸収剤、金属不活性化剤、金属腐食防止剤、老化防止剤、帯電防止剤
、吸湿剤、発泡剤、消泡剤、無機粒子、粘度調整剤、粘着付与樹脂、光増感剤、蛍光剤な
どの各種の添加剤、反応触媒（三級アミン系化合物、四級アンモニウム系化合物、ラウリ
ル酸スズ化合物など）などを挙げることができる。
　また、その他、通常の粘着剤組成物に配合される公知の成分を適宜含有してもよい。
　また、各成分を２種類以上併用してもよい。
【００９２】
　上記の中でも、とりわけ、粘着層（Ｙ１）を形成する本樹脂組成物は、紫外線吸収剤を
含むことが好ましい。
　上述のとおり、粘着層（Ｙ１）は、波長４０５ｎｍの光の照射によって硬化する光硬化
性を備えているため、紫外線吸収剤を含んでいても該光硬化を阻害することがない。
　このため、紫外線吸収剤を含有させることで、本粘着シートが備える性質を害すること
なく、優れた紫外線カット性を兼備させることもできる。
【００９３】
　前記紫外線吸収剤としては、例えばベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、ベンゾフェノ
ン系紫外線吸収剤、トリアジン系紫外線吸収剤等を挙げることができる。なお、上記紫外
線吸収剤は、単独で又は２種以上組み合わせて用いられてもよい。
　中でも、上記紫外線吸収剤は、透明性、紫外線吸収性及び相溶性の観点から、トリアジ
ン系紫外線吸収剤が好ましい。
【００９４】
［本樹脂組成物の好ましい組成態様]
　粘着層（Ｙ１）を形成する好ましい本粘着剤組成物の一例として、（メタ）アクリル酸
エステル（共）重合体（ａ）と、上記架橋剤（ｂ）と、可視光開始剤（ｃ）と、必要に応
じて、シランカップリング剤とを含有する組成を挙げることができる。
　この中でも、可視光開始剤（ｃ）として、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（
ｇ・ｃｍ）以上の可視光開始剤（ｃ）を用いることが好ましく、また、可視光開始剤（ｃ
）として、上記開裂型可視光開始剤（ｃ－１）及び／又は水素引抜型可視光開始剤（ｃ－
２）を用いることが特に好ましい。
 
【００９５】
　中でも、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）は、カルボキシル基とエポキ
シ基、カルボキシル基とアジリジル基、ヒドロキシル基とイソシアネート基、アミノ基と
イソシアネート基、及び、カルボキシル基とイソシアネート基のうちから選択される何れ
かの官能基の組合せによる化学的な結合が形成されていることが好ましい。
　また、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）が、上述した側鎖の炭素数が４
～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレートと、上記親水性の（メタ）アクリレ
ートとを、共重合成分として含む共重合体であることが好ましい。
　さらにまた、架橋剤（ｂ）が、上記多官能（メタ）アクリレート（ｂ－１）であること
が好ましい。
【００９６】
　粘着層（Ｙ１）を形成する好ましい本樹脂組成物の一例として、枝成分としてマクロモ
ノマーを備えたグラフト共重合体からなる上記（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ
－１）と、上記架橋剤（ｂ）と、可視光開始剤（ｃ）と、必要に応じて、シランカップリ
ング剤とを含有する組成を挙げることができる。
　この中でも、可視光開始剤（ｃ）として、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（
ｇ・ｃｍ）以上の可視光開始剤（ｃ）を用いることが好ましく、また、可視光開始剤（ｃ
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）として、上記開裂型可視光開始剤（ｃ－１）及び/又は水素引抜型可視光開始剤（ｃ－
２）を用いることが特に好ましい。
 
【００９７】
　中でも、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ－１）は、骨格成分（幹成
分）として、上述した側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレ
ートと、上記親水性の（メタ）アクリレートとを、共重合成分として含む共重合体である
ことが好ましい。
　また、架橋剤（ｂ）が、上記多官能（メタ）アクリレート（ｂ－１）であることが好ま
しい。
【００９８】
　粘着層（Ｙ１）を形成する好ましい本樹脂組成物のさらなる別の一例として、枝成分と
してマクロモノマーを備え、且つ、活性エネルギー線架橋性構造部位を有するグラフト共
重合体からなる上記（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ－１）と、上記架橋剤（ｂ
）と、上記可視光開始剤（ｃ）と、必要に応じて、シランカップリング剤とを含有する組
成を挙げることができる。
　この中でも、可視光開始剤（ｃ）として、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（
ｇ・ｃｍ）以上の可視光開始剤（ｃ）を用いることが好ましく、また、可視光開始剤（ｃ
）として、上記開裂型可視光開始剤（ｃ－１）及び/又は水素引抜型可視光開始剤（ｃ－
２）を用いることが特に好ましい。
 
【００９９】
　中でも、上記（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ－１）は、骨格成分（幹成
分）として、上述した側鎖の炭素数が４～１８の直鎖又は分岐アルキル（メタ）アクリレ
ートと、上記親水性の（メタ）アクリレートとを、共重合成分として含む共重合体である
ことが好ましい。
　また、架橋剤（ｂ）が、上記多官能（メタ）アクリレート（ｂ－１）であることが好ま
しい。
【０１００】
　上記のような組成の本樹脂組成物を用いて粘着層（Ｙ１）を形成すれば、（メタ）アク
リル酸エステル共重合体（ａ）又は（ａ－１）をベース樹脂とする粘着層（Ｙ１）は、室
温状態でシート状を保持しつつ自着性を示すことができ、貼合部材の被着面の段差の隅々
まで粘着剤を充填させることができる。しかも、可視光開始剤（ｃ）により、可視光照射
によって光硬化させることができ、光硬化によって凝集力を高めて耐発泡信頼性を高める
ことができる。
　さらにシランカップリング剤を配合することにより、接着性、特にガラス材に対する接
着性をより高めることができる。
　また、（メタ）アクリル酸エステル共重合体（ａ－１）をベース樹脂とする粘着層（Ｙ
１）は、上記加えて、加熱すると溶融乃至流動するホットメルト性を有するので、より高
い段差吸収性を有することができる。
【０１０１】
　粘着層（Ｙ１）を形成する好ましい本樹脂組成物のさらなる別の一例として、活性エネ
ルギー線架橋性構造部位を有し、かつ、炭素数１０～２４の直鎖アルキル基を有する（メ
タ）アクリル酸エステルモノマーを含むモノマー成分の（メタ）アクリル酸エステル（共
）重合体（ａ－２）と、上記架橋剤（ｂ）と、上記可視光開始剤（ｃ）と、必要に応じて
、シランカップリング剤とを含有する組成を挙げることができる。この中でも、可視光開
始剤（ｃ）として、波長４０５ｎｍでの吸光係数が１０ｍＬ／（ｇ・ｃｍ）以上の可視光
開始剤（ｃ）を用いることが好ましく、また、可視光開始剤（ｃ）として、上記開裂型可
視光開始剤（ｃ－１）及び/又は水素引抜型可視光開始剤（ｃ－２）を用いることが特に
好ましい。
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【０１０２】
　上記のような組成の本樹脂組成物を用いれば、光硬化する余地が残された状態に仮硬化
された、又は未硬化の粘着層（Ｙ１）を形成することができ、その後、１回又は２回以上
の可視光照射によって光硬化させることができる。よって、例えば光硬化性粘着シート（
Ｙ）を被着体へ貼合した後、光硬化性粘着シート（Ｙ）を可視光照射によって光硬化（「
本硬化」）させることができ、該本硬化によって凝集力を高めて耐発泡信頼性を高めるこ
とができる。
　特に、常温での流動性が高く保管性に難点のある（メタ）アクリル酸エステル（共）重
合体に対して、仮硬化によって保管性を高める工程を経た場合でも、貼合後の可視光硬化
の後工程によって硬化を進行させることができる。
　さらにシランカップリング剤を配合することにより、接着性、特にガラス材に対する接
着性をより高めることができる。
【０１０３】
（積層構成）
　上述のとおり、粘着層（Ｙ１）を積層構成とした場合は、本樹脂組成物を用いた粘着層
（Ｙ１）が、最外層である表裏層であることが耐発泡性の観点から好ましい。
　この際、表裏層としての粘着層（Ｙ１）の厚みは、１５μｍ以上であることが好ましく
、２０μｍ以上であることがより好ましい。粘着層（Ｙ１）の厚みが、１５μｍ以上であ
ると、信頼性試験において、被着体部材から発生するアウトガス圧に押し負けて発泡する
等の不具合が生じる虞が少ない点で好ましい。
【０１０４】
　また、保管安定性を兼備させる観点から、該粘着層（Ｙ１）よりも粘度が高い他の層を
さらに備える方が好ましい場合がある。
　すなわち、マクロモノマーを備えたグラフト共重合体を用いて形成された粘着層（Ｙ１
）は、光硬化前は未架橋状態にあって、多官能（メタ）アクリレートモノマーを使用する
と、かかる多官能（メタ）アクリレートモノマー成分の作用により、光硬化前の粘着層（
Ｙ１）が比較的粘度の低い層となる場合がある。
　そのため、このような場合には、該粘着層（Ｙ１）よりも粘度が高い他の層（Ｚ）を、
該粘着層（Ｙ１）に積層するのが好ましい。
　例えば、粘着層（Ｙ１）／層（Ｚ）／粘着層（Ｙ１）の３層からなる多層構成であれば
、優れた保管安定性を兼備することができる。
　このような保管安定性の観点から、前記他の層（Ｚ）の粘度は、温度７０℃～１００℃
の範囲において、１～１０ｋＰａ・ｓであることが好ましく、１．５～５ｋＰａ・ｓであ
ることがより好ましい。
　なお、該粘度は実施例に記載の方法に準じて測定される値である。
【０１０５】
　また、本粘着シートが、上記のような多層構成の場合、さらに耐衝撃吸収性を兼備させ
る観点からは、本粘着シートの４０５ｎｍ光照射後のガラス転移温度（Ｔｇ）は、２０℃
未満であることが好ましく、１０℃未満であることがより好ましい。
　本粘着シートが、このような比較的低いＴｇを有することで、低温粘着特性（低温剥離
強度等）が向上し、耐衝撃吸収性を有することができる。
　したがって、耐衝撃吸収性の観点からは、上記粘着層（Ｙ１）と積層される他の層の４
０５ｎｍ光照射後のＴｇは、１５℃未満、中でも１０℃未満、特に５℃未満であることが
特に好ましい。
　なお、該Ｔｇは、動的粘弾性のＴａｎδのピーク温度で測定される値であり、詳細には
実施例に記載の方法に準じて測定される値である。
【０１０６】
＜離型フィルム付き粘着シート＞
　光硬化性粘着シート（Ｙ）は、離型フィルム付き粘着シートとすることもできる。
　例えば、離型フィルム上に単層又は多層のシート状の粘着層を成形して離型フィルム付
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き粘着シートとすることもできる。
【０１０７】
　かかる離型フィルムの材質としては、公知の離型フィルムを適宜用いることができる。
　離型フィルムの材質としては、例えばポリエステルフィルム、ポリオレフィンフィルム
、ポリカーボネートフィルム、ポリスチレンフィルム、アクリルフィルム、トリアセチル
セルロースフィルム、フッ素樹脂フィルム等のフィルムに、シリコーン樹脂を塗布して離
型処理したものや、離型紙などを適宜選択して用いることができる。
【０１０８】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）の両側に離型フィルムを積層する場合、一方の離型フィルム
は、他方の離型フィルムと同じ積層構成乃至材料のものであっても、異なる積層構成乃至
材料のものであってもよい。
　また、同じ厚さであっても、異なる厚さであってもよい。
　また、剥離力の異なる離型フィルムや厚さの異なる離型フィルムを光硬化性粘着シート
（Ｙ）の両側に積層することができる。
【０１０９】
　前記離型フィルムは、波長４１０ｎｍ以下での光の光線透過率が４０％以下であるもの
が好ましい。
　光硬化性粘着シート（Ｙ）の少なくとも一方の面に、波長４１０ｎｍ以下での光の光線
透過率が４０％以下の離型フィルムを積層することで、可視光の照射により光重合が進む
のを効果的に防ぐことができる。
　かかる観点から、光硬化性粘着シート（Ｙ）の一方又は両方面に積層する離型フィルム
は、波長４１０ｎｍ以下での光の光線透過率が４０％以下であるのが好ましく、中でも３
０％以下、その中でも２０％以下であるのがさらに好ましい。
【０１１０】
　ここで、波長４１０ｎｍ以下での光の光線透過率が４０％以下である離型フィルム、す
なわち可視光及び紫外光の透過を一部遮断する作用を有するフィルムとしては、例えばポ
リエステル系、ポリプロピレン系、ポリエチレン系のキャストフィルムや延伸フィルムの
一方の面に、再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布し、他方の面に紫外線吸収剤を含む塗料を
塗布してなる紫外線吸収層を備えた積層フィルムを挙げることができる。
　また、ポリプロピレン系、ポリエチレン系のキャストフィルムや延伸フィルムの一方の
面に、紫外線吸収剤を配合した再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布したものを挙げることが
できる。
【０１１１】
　また、紫外線吸収剤を配合したポリエステル系、ポリプロピレン系、ポリエチレン系の
樹脂からなるキャストフィルムや延伸フィルムに、再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布した
ものを挙げることができる。
　また、紫外線吸収剤を配合したポリエステル系、ポリプロピレン系、ポリエチレン系の
樹脂からなる層の片面若しくは両面に、紫外線吸収剤を含まない樹脂からなる層を成形し
てなる多層のキャストフィルムや延伸フィルムの一方の面に、再剥離性をもつ微粘着樹脂
を塗布したものを挙げることができる。
【０１１２】
　また、ポリエステル系、ポリプロピレン系、ポリエチレン系の樹脂からなるキャストフ
ィルムや延伸フィルムの一方の面に紫外線吸収剤を含む塗料を塗布して紫外線吸収層を設
け、さらにその紫外線吸収層の上に再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布したものを挙げるこ
とができる。
　また、ポリエステル系、ポリプロピレン系、ポリエチレン系の樹脂からなるキャストフ
ィルムや延伸フィルムの一方の面に紫外線吸収剤を含む塗料を塗布して紫外線吸収層を設
け、他方の面に再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布したものを挙げることができる。また、
一方の面に再剥離性をもつ微粘着樹脂を塗布したポリエステル系、ポリプロピレン系、ポ
リエチレン系の樹脂からなる樹脂フィルムの他方面と、別途準備した樹脂フィルムとを、
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紫外線吸収剤を含む接着層乃至粘着層を介して積層したもの等を挙げることができる。
　上記フィルムは、帯電防止層やハードコート層、アンカー層など、必要に応じて他の層
を有していてもよい。
【０１１３】
　離型フィルムの厚みは特に制限されない。中でも、例えば加工性及びハンドリング性の
観点からは、２５μｍ～５００μｍであるのが好ましく、その中でも３８μｍ以上或いは
２５０μｍ以下、その中でも５０μｍ以上或いは２００μｍ以下であるのがさらに好まし
い。
【０１１４】
　なお、光硬化性粘着シート（Ｙ）は、上記の様に被着体や離型フィルムを使用せずに、
例えば本樹脂組成物を直接に押出成形する方法や、型に注入することによって成形する方
法を採用することもできる。
　さらには、被着体である画像表示装置用構成部材間に本樹脂組成物を直接充填すること
によって、光硬化性粘着シート（Ｙ）の態様とすることもできる。
【０１１５】
＜光硬化性粘着シート（Ｙ）の製造方法＞
　光硬化性粘着シート（Ｙ）を製造する方法の一例について説明する。
　先ず、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）及び可視光開始剤（ｃ）、必要
に応じてさらに架橋剤（ｂ）、必要に応じてさらにシランカップリング剤（ｄ）、必要に
応じてさらにその他の材料をそれぞれ所定量混合して本樹脂組成物を調製すればよい。
　これらの混合方法としては、特に制限されず、各成分の混合順序も特に限定されない。
また、組成物製造時に熱処理工程を入れてもよく、この場合は、予め、本樹脂組成物の各
成分を混合してから熱処理を行うことが望ましい。
　また、各種の混合成分を濃縮してマスターバッチ化したものを使用してもよい。
【０１１６】
　混合する際の装置も特に制限されず、例えば万能混練機、プラネタリミキサー、バンバ
リーミキサー、ニーダー、ゲートミキサー、加圧ニーダー、三本ロール、二本ロールを用
いることができる。必要に応じて溶剤を用いて混合してもよい。
　また、本樹脂組成物は、溶剤を含まない無溶剤系として使用することできる。無溶剤系
として使用することで溶剤が残存せず、耐熱性及び耐光性が高まるという利点を備えるこ
とができる。
　かかる観点からも、本樹脂組成物は、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）
、架橋剤（ｂ）及び可視光開始剤（ｃ）を含む形態であることが好ましい。
【０１１７】
　光硬化性粘着シート（Ｙ）は、上述したように調製した本樹脂組成物を、基材シート又
は離型シート上に塗布（塗工）することで製造することができる。
　また、例えば積層構成の光硬化性粘着シート（Ｙ）は、前記本樹脂組成物を、基材シー
ト又は離型シート上に塗布（塗工）して、第１番目の層を形成し、形成した第１番目の層
上に該本樹脂組成物を塗布（塗工）して第２番目の層を形成することを繰り返す方法や、
前記と同様にして、第１番目と第２番目の層を形成しておき、その後、それぞれの塗布（
塗工）面同士を貼り合せる方法や、該本樹脂組成物を多層コーティングや共押出成型によ
り第１番目の層と第２番目の層を同時に形成する方法により作製することができる。
【０１１８】
　上記塗布（塗工）方法としては、一般的な塗工方法であれば特に限定されることなく採
用可能である。例えば、ロールコーティング、ダイコーティング、グラビアコーティング
、コンマコーティング、スクリーン印刷等の方法を挙げることができる。
【０１１９】
　そして、必要に応じて、上記本樹脂組成物からなる粘着層に対して光を照射し、粘着層
（Ｙ１）を仮硬化させて、光硬化する余地を残して、粘着層（Ｙ１）のゲル分率を０～６
０％とすればよい。但し、必ずしも、光を照射して粘着層（Ｙ１）を仮硬化させなくても
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よく、例えば熱又は養生により粘着層（Ｙ１）を仮硬化させてもよく、また、未硬化のま
まであってもよい。
【０１２０】
＜本粘着シート積層体の製造方法＞
　本粘着シート積層体は次のように製造することができる。
　すなわち、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体及び可視光開始剤を含有する本樹
脂組成物を用いて前記光硬化性粘着シート（Ｙ）を作製した後、当該光硬化性粘着シート
（Ｙ）を前記樹脂部材（Ｘ）に積層するのが好ましい。
【０１２１】
＜本粘着シート積層体の用途＞
　本粘着シート積層体は、例えば画像表示パネル（Ｐ）と貼り合わせて画像表示パネル積
層体を製造することができる。
　具体的には、本粘着シート積層体と、画像表示パネル（Ｐ）とが貼り合わされた構成を
備えた画像表示パネル積層体は、例えば光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ
）と画像表示パネル（Ｐ）とを積層した後、当該樹脂部材（Ｘ）の外側から該樹脂部材（
Ｘ）を介して波長４０５ｎｍの光を照射して、光硬化性粘着シート（Ｙ）の粘着層Ｙ１を
本硬化させて前記樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを貼合することにより、画像
表示パネル積層体を製造することができる。
　なお、光硬化性粘着シート（Ｙ）を介して樹脂部材（Ｘ）と画像表示パネル（Ｐ）とを
積層する方法は、特に制限されず、樹脂部材（Ｘ）又は画像表示パネル（Ｐ）のいずれか
一方を光硬化性粘着シート（Ｙ）と積層させた後に、他方を該粘着シート（Ｙ）と積層さ
せてもよく、また、樹脂部材（Ｘ）及び画像表示パネル（Ｐ）を同時に、光硬化性粘着シ
ート（Ｙ）と積層させてもよい。
【０１２２】
（画像表示パネル（Ｐ））
　上記画像表示パネル（Ｐ）としては、例えば偏光フィルムその他位相差フィルム等の他
の光学フィルム、液晶材料及びバックライトシステムから構成される（通常、本組成物又
は粘着物品の画像表示パネルに対する被着面は光学フィルムとなる）ものであり、液晶材
料の制御方式によりＳＴＮ方式やＶＡ方式やＩＰＳ方式等があるが、何れの方式であって
もよい。
　また、画像表示パネルは、タッチパネル機能をＴＦＴ－ＬＣＤ内に内蔵したインセル型
であっても、偏光板とカラーフィルタを設けたガラス基板の間にタッチパネル機能を内蔵
したオンセル型であってもよい。
【０１２３】
　本粘着シート積層体においては、上記のように目的物を貼着した状態の粘着層（Ｙ１）
、すなわち光（本）硬化後の該粘着層（Ｙ１）は、耐発泡信頼性の観点から、本樹脂組成
物による架橋構造を有することが特に好ましい。
　とりわけ、当該粘着層（Ｙ１）は、上述したように、活性エネルギー線硬化性部位を有
する（メタ）アクリル酸エステル共重合体を用いたり、官能基（ｉ）を有する（メタ）ア
クリル酸エステル（共）重合体（ａ）と、該官能基（ｉ）と反応する官能基（ｉｉ）を有
する化合物による化学的な結合を具備させたり、アルキレンオキサイド未変性の３官能以
上の多官能（メタ）アクリレートを用いて形成し、これらに起因する架橋構造を有するこ
とが特に好ましい。
【０１２４】
＜＜語句の説明など＞＞
　本発明においては、「フィルム」と称する場合でも「シート」を含むものとし、「シー
ト」と称する場合でも「フィルム」を含むものとする。
　また、画像表示パネル、保護パネル等のように「パネル」と表現する場合、板体、シー
ト及びフィルムを包含するものである。
【０１２５】
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　本発明において、「Ｘ～Ｙ」（Ｘ，Ｙは任意の数字）と記載した場合、特にことわらな
い限り「Ｘ以上Ｙ以下」の意と共に、「好ましくはＸより大きい」或いは「好ましくはＹ
より小さい」の意も包含するものである。
　また、「Ｘ以上」（Ｘは任意の数字）と記載した場合、特にことわらない限り「好まし
くはＸより大きい」の意を包含し、「Ｙ以下」（Ｙは任意の数字）と記載した場合、特に
ことわらない限り「好ましくはＹより小さい」の意も包含するものである。
【実施例】
【０１２６】
　以下に実施例でさらに詳しく説明する。但し、本発明が、以下に説明する実施例に限定
されるものではない。
【０１２７】
＜実施例・比較例＞
　実施例、比較例に用いた材料について説明する。
【０１２８】
［実施例１］
（光硬化性粘着シートＹ）
　（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体として、イソボルニルメタクリレート：メタ
クリル酸メチル＝１：１からなる、末端官能基がメタクリロイル基のマクロモノマー（数
平均分子量３０００）を１３．５質量部、ラウリルアクリレートを４３．７質量部、２－
エチルヘキシルアクリレートを４０質量部、及びアクリルアミド２．８質量部をランダム
共重合してなるアクリル系グラフト共重合体（質量平均分子量：１６万）を用意した。
　このアクリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し、架橋剤としてプロポキシ化ペンタエリ
スリトールトリアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭ－４ＰＬ）９０ｇ、
可視光開始剤として開裂型可視光開始剤を含む混合物である、２，４，６－トリメチルベ
ンゾイル-ジフェニル-フォスフィンオキサイド、オリゴ（２－ヒドロキシ－２－メチル－
１－（４－（１－メチルビニル）フェニル）プロパノン）、２，４，６トリメチルベンゾ
フェノン、４－メチルベンゾフェノンの混合物（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製　Ｅｓａｃｕｒｅ
　ＫＴＯ４６）１５ｇを添加し、均一混合して、光硬化性組成物を得た。
　次に、前記光硬化性組成物を、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレート
フィルム（三菱樹脂製、ダイアホイルＭＲＶ、厚さ１００μｍ）上に、厚さ１５０μｍと
なるようシート状に成形した後、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレート
フィルム（三菱樹脂製、ダイアホイルＭＲＱ、厚さ７５μｍ）を被覆し、離型フィルム付
きの光硬化性粘着シートＹ１を作製した。
　なお、光硬化性粘着シートＹ１は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１２９】
（樹脂部材Ｘ）
　樹脂部材（Ｘ）として、紫外線吸収剤を含有するポリカーボネート系樹脂板（三菱瓦斯
化学社製、ユーピロンシートＭＲ５８）であり、厚さ１．０ｍｍ（貼合構成Ｐで使用）及
び１．５ｍｍ（貼合構成Ｑ及び貼合構成Ｒで使用）のものを用いた。
　いずれの厚さのものも３６５ｎｍでの光線透過率０％、４０５ｎｍでの光線透過率８３
％であった。
【０１３０】
（光硬化性粘着シート積層体）
　離型フィルム付き光硬化性粘着シートＹ１の一方の面の剥離フィルムを剥がし、前記ポ
リカーボネート板（樹脂部材Ｘ）の一方の面にロール貼合し、樹脂部材（Ｘ）／光硬化性
粘着シートＹ１の光硬化性粘着シート積層体（「Ｘ／Ｙ１積層体」とも称する）を得た。
【０１３１】
［実施例２］
　光硬化性粘着シートＹの架橋剤の種類をペンタエリスリトールトリアクリレート（新中
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村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３）に変更し、配合部数をアクリル系グラフト共重合
体１ｋｇに対し７０ｇに変更した以外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シートＹ
２及びＸ／Ｙ２積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ２は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３２】
［実施例３］
　光硬化性粘着シートＹの（メタ）アクリル系共重合体の組成を、イソボルニルメタクリ
レート：メタクリル酸メチル＝１：１からなる、末端官能基がメタクリロイル基のマクロ
モノマー（数平均分子量３０００）を１２．７質量部、ラウリルアクリレートを４１．１
質量部、２－エチルヘキシルアクリレートを３７．６質量部、及びアクリルアミド２．６
質量部、及び４－ヒドロキシブチルアクリレート６質量部をランダム共重合してなるヒド
ロキシ基含有アクリル系グラフト共重合体（質量平均分子量：１６万）１００質量部に対
し、２－イソシアナトエチルメタクリレート６．５質量部を付加反応させて得られた、炭
素-炭素二重結合の活性エネルギー線架橋性構造部位を有する（メタ）アクリル系共重合
体に変更した以外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シートＹ３及びＸ／Ｙ３積層
体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ３は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３３】
［実施例４］
　光硬化性粘着シートとして、可視光開始剤として水素引抜型可視光開始剤である、フェ
ニルグリオキシリックアシッドメチルエステル（ＢＡＳＦ社製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　ＭＢ
Ｆ）を用い、予め、４０５ｎｍでの積算光量が１００（ｍＪ／ｃｍ２）となるように光を
照射して一次硬化（架橋）させたものを用いた以外は、実施例１と同様にして、光硬化性
粘着シートＹ４及びＸ／Ｙ４積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ４は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３４】
［実施例５］
　（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体として、イソボルニルメタクリレート：メタ
クリル酸メチル＝１：１からなる、末端官能基がメタクリロイル基のマクロモノマー（数
平均分子量３０００）を１３．５質量部、２－エチルヘキシルアクリレートを７３．７質
量部、アクリルアミド２．８質量部及びメチルアクリレート１０質量部をランダム共重合
してなるアクリル系グラフト共重合体（質量平均分子量：２６万）を使用し、架橋剤の種
類をペンタエリスリトールトリアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３
Ｌ）に変更し、配合部数をアクリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し７０ｇに変更した以
外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シートＹ５及びＸ／Ｙ５積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ５は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３５】
［実施例６］
　架橋剤の配合量をアクリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し１２０ｇに変更した以外は
、実施例５と同様にして、光硬化性粘着シートＹ６及びＸ／Ｙ６積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ６は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３６】
［実施例７］
　架橋剤の種類を、アクリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し、ペンタエリスリトールト
リアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３Ｌ）とジペンタエリスリトー
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ルテトラアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡ９５７０Ｗ）をそれぞれ９０ｇ
、３０ｇの併用で使用した以外は、実施例５と同様にして、光硬化性粘着シートＹ７及び
Ｘ／Ｙ７積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ７は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３７】
［実施例８］
　架橋剤の種類を、アクリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し、ペンタエリスリトールト
リアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３Ｌ）とジペンタエリスリトー
ルテトラアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡ９５７０Ｗ）それぞれ１２０ｇ
、４０ｇの併用で使用した以外は、実施例５と同様にして、光硬化性粘着シートＹ８及び
Ｘ／Ｙ８積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ８は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備えた
粘着シートであった。
【０１３８】
［実施例９］
　（メタ）アクリル系共重合体として、イソボルニルメタクリレート：メタクリル酸メチ
ル＝１：１からなる、末端官能基がメタクリロイル基のマクロモノマー（数平均分子量３
，０００）を１３．５質量部、２－エチルヘキシルアクリレートを７３．７質量部、アク
リルアミド２．８質量部及びメチルアクリレート１０質量部をランダム共重合してなるア
クリル系グラフト共重合体（質量平均分子量：２６万）１ｋｇに対し、架橋剤としてペン
タエリスリトールトリアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３Ｌ）とジ
ペンタエリスリトールテトラアクリレート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡ９５７０Ｗ
）を、それぞれ７５ｇ、２５ｇの量で併用し、可視光開始剤として開裂型可視光開始剤を
含む混合物である、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキ
サイド、オリゴ（２－ヒドロキシ－２－メチル－１－（４－（１－メチルビニル）フェニ
ル）プロパノン）、２，４，６－トリメチルベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン
の混合物（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製　Ｅｓａｃｕｒｅ　ＫＴＯ４６）１５ｇを添加し、シラ
ンカップリング剤として３-グリシドキシプロピルトリメトキシシラン２ｇ（信越シリコ
ン株式会社製　ＫＢＭ４０３）を均一混合して、光硬化性組成物を得た。
　次に、前記光硬化性組成物を、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレート
フィルム（三菱ケミカル社製、ダイアホイルＭＲＶ、厚さ１００μｍ）上に、厚さ２５μ
ｍとなるようシート状に成形した後、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレ
ートフィルム（三菱ケミカル社製、ダイアホイルＭＲＱ、厚さ７５μｍ）を被覆し、離型
フィルム付きの表裏層用粘着シートＹ９ａを作製した。
【０１３９】
　（メタ）アクリル系共重合体として、表裏層用粘着シートＹ９ａで用いたのと同様のア
クリル系グラフト共重合体１ｋｇに対し、架橋剤としてペンタエリスリトールトリアクリ
レート（新中村化学社製、ＮＫエステルＡＴＭＭ３Ｌ）３０ｇ、可視光開始剤として開裂
型可視光開始剤を含む混合物である、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－
フォスフィンオキサイド、オリゴ（２－ヒドロキシ－２－メチル－１－（４－（１－メチ
ルビニル）フェニル）プロパノン）、２，４，６－トリメチルベンゾフェノン、４－メチ
ルベンゾフェノンの混合物（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製　Ｅｓａｃｕｒｅ　ＫＴＯ４６）１５
ｇを添加し、均一混合して、光硬化性組成物を得た。
　次に、前記光硬化性組成物を、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレート
フィルム（三菱ケミカル社製、ダイアホイルＭＲＶ、厚さ１００μｍ）上に、厚さ１００
μｍとなるようシート状に成形した後、表面が剥離処理されているポリエチレンテレフタ
レートフィルム（三菱ケミカル社製、ダイアホイルＭＲＱ、厚さ７５μｍ）を被覆し、離
型フィルム付きの中間層用粘着シートＹ９ｂを作製した。
【０１４０】
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　中間層用粘着シートＹ９ｂの両側のＰＥＴフィルムを順次剥離除去すると共に、２枚の
表裏層用粘着シートＹ９ａの粘着面を、中間層用粘着シートＹ９ｂの両表面に順次貼合し
、（表裏層用粘着シートＹ９ａ）／（中間層用粘着シートＹ９ｂ）／（表裏層用粘着シー
トＹ９ａ）からなる２種３層の積層体（総厚１５０μｍ）である光硬化性粘着シートＹ９
及び実施例１と同様にしてＸ／Ｙ９積層体を得た。
【０１４１】
［実施例１０］
　上記中間層用粘着シートＹ９ｂに用いた（メタ）アクリル系共重合体を、イソボルニル
メタクリレート：メタクリル酸メチル＝１：１からなる、末端官能基がメタクリロイル基
のマクロモノマー（数平均分子量３，０００）を１３．５質量部、ラウリルアクリレート
を４３．７質量部、２－エチルヘキシルアクリレートを４０質量部、及びアクリルアミド
２．８質量部をランダム共重合してなるアクリル系グラフト共重合体（質量平均分子量：
１６万）に変更して中間層用粘着シートＹ１０ｂを形成した以外は実施例９と同様にして
、（表裏層用粘着シートＹ９ａ）／（中間層用粘着シートＹ１０ｂ）／（表裏層用粘着シ
ートＹ９ａ）からなる２種３層の積層体（総厚１５０μｍ）である光硬化性粘着シートＹ
１０及びＸ／Ｙ１０積層体を得た。
　なお、光硬化性粘着シートＹ１０は、光を照射することにより硬化する光硬化性を備え
た粘着シートであった。
【０１４２】
［比較例１］
　樹脂部材Ｘとして、紫外線吸収剤を含有しないポリカーボネート系樹脂板（厚さ１．０
ｍｍ、３６５ｎｍでの光線透過率４５％、４０５ｎｍでの光線透過率９１％）を用いた以
外は、実施例１と同様にしてＸ／Ｙ積層体を得た。
【０１４３】
［比較例２］
　光硬化性粘着シートとして、光開始剤として水素引抜型開始剤である、２，４，６－ト
リメチルベンゾフェノンと４－メチルベンゾフェノンの混合物（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製、
Ｅｓａｃｕｒｅ　ＴＺＴ）を用いた以外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シート
Ｙ１１及びＸ／Ｙ１１積層体を得た。
【０１４４】
［比較例３］
　光硬化性粘着シートとして、光開始剤として水素引抜型開始剤である、１－〔４－（４
－ベンゾイルフェニルサルファニル）フェニル〕－２－メチル－２－（４－メチルフェニ
ルスルホニル）プロパン－１－オン（Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製、Ｅｓａｃｕｒｅ１００１Ｍ
）を用いた以外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シートＹ１２及びＸ／Ｙ１２積
層体を得た。
【０１４５】
［比較例４］
　光硬化性粘着シートとして、光硬化性を有しない、市販の非硬化性光学用透明粘着シー
トを用いた以外は、実施例１と同様にして、光硬化性粘着シートＹ１３及びＸ／Ｙ１３積
層体を得た。
【０１４６】
＜評価＞
　本明細書中に表示される評価の方法について説明する。
【０１４７】
（１）動的貯蔵弾性率（Ｇ‘）
　実施例及び比較例で得られた、１５０μｍの光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３（離型フ
ィルム無し）のそれぞれについて、８枚重ねて１２００μｍとし、動的粘弾性測定装置レ
オメーター（英弘精機株式会社製「ＭＡＲＳ」）を用いて、粘着治具：Φ２５ｍｍパラレ
ルプレート、歪み：０．５％、周波数１Ｈｚ、昇温速度：３℃／ｍｉｎの条件で測定した
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。
【０１４８】
（２）分光透過率
　樹脂部材（Ｘ）について、分光光度計（島津製作所製　ＵＶ２０００）を用いて、波長
３００ｎｍ～８００ｎｍの分光透過率（％Ｔ）を測定した。かかる分光透過率を光線透過
率とした。
【０１４９】
（３）ゲル分率
　実施例及び比較例で得られた光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３（離型フィルム無し）の
それぞれについて、予め質量（Ｘ）を測定したＳＵＳメッシュ（♯２００）で袋状に包み
、袋の口を折って閉じて、この包みの質量（Ｙ）を測定した後、１００ｍｌの酢酸エチル
に浸漬させ２３℃２４時間暗所保管した後、包みを取り出して７０℃で４．５時間加熱し
付着している酢酸エチルを蒸発させ、乾燥した包みの質量（Ｚ）を測定し、求めた質量を
下記式に代入して、ゲル分率Ｘ１を求めた。
　ゲル分率（％）＝［（Ｚ－Ｘ）／（Ｙ－Ｘ）］×１００
【０１５０】
　また、実施例及び比較例で得られたＸ／Ｙ１～Ｙ１３積層体のそれぞれについて、樹脂
部材（Ｘ）側から、高圧水銀ランプを用いて、４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ
／ｃｍ２）となるよう光を照射した後、光硬化性粘着シートの樹脂部材（Ｘ）側表面の粘
着層箇所からサンプルを採取し、上記と同様の方法でゲル分率Ｘ２を求めた。そして、Ｘ
２－Ｘ１を算出した。
【０１５１】
（４）段差吸収性
　５８ｍｍ×１１０ｍｍ×厚さ０．８ｍｍのガラスの周縁部（長辺側３ｍｍ、短辺側１５
ｍｍ）に、厚さ２２～２４μｍの印刷を施し、中央の凹部が５２ｍｍ×８０ｍｍの印刷段
差付ガラス板を準備した。
　実施例及び比較例で得られた離型フィルム付きの光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３それ
ぞれについて、一方の離形フィルムを剥がし、ソーダライムガラス（５４ｍｍ×８２ｍｍ
×厚さ０．５ｍｍ）の全面にロール貼合した後、残るもう一方の離形フィルムを剥がし、
前記印刷段差付きガラス板の額縁状の印刷段差に、粘着シートがかかるようにして真空プ
レスを用いて真空圧着（温度２５℃、プレス圧０．１３ＭＰａ）して評価サンプルを作成
した。
　評価サンプルを、６０℃、０．２ＭＰａ、２０ｍｉｎの条件でオートクレーブ処理した
後、下記の評価基準で合否を判定した。
　○(good)：段差周辺部に、微小気泡が全く見られない
　×(poor）：段差周辺部に、微小気泡が見られる
【０１５２】
（５）黄色度（ＹＩ）
　実施例及び比較例で得たＸ／Ｙ１～Ｙ１３積層体のそれぞれについて、樹脂部材（Ｘ）
側から、高圧水銀ランプを用いて、４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）
となるよう光を照射した。
　４０５ｎｍでの積算光量とは、紫外線積算光量計「ＵＩＴ－２５０」（ウシオ電機株式
会社製）、及び受光器「ＵＶＤ－Ｃ４０５」（ウシオ電機株式会社製）を用いて、樹脂部
材（Ｘ）の高圧水銀ランプで照射する側の面とは逆の面に光量計を設置して測定した、樹
脂部材（Ｘ）を透過して光硬化性粘着シート（Ｙ１～Ｙ１３）に照射される積算光量であ
る。
　この後、分光測色計（スガ試験機（株））「ＳＣ－Ｔ」を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１０３
に基づきＸ／Ｙ１～Ｙ１３積層体の黄色度（ＹＩ）を測定し、下記の評価基準で合否を判
定した。
　○(good)：ＹＩが２未満
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　×(poor）：ＹＩが２以上
【０１５３】
（６）耐ＵＶ信頼性（ΔＹＩ）
　実施例及び比較例で得たＸ／Ｙ１～Ｙ１３積層体について、樹脂部材（Ｘ）側から、高
圧水銀ランプを用いて、４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）となるよう
光を照射した。
　４０５ｎｍでの積算光量とは、紫外線積算光量計「ＵＩＴ－２５０」（ウシオ電機株式
会社製）、及び受光器「ＵＶＤ－Ｃ４０５」（ウシオ電機株式会社製）を用いて、樹脂部
材（Ｘ）の高圧水銀ランプで照射する側の面とは逆の面に光量計を設置して測定した、樹
脂部材（Ｘ）を透過して光硬化性粘着シート（Ｙ１～Ｙ１３）に照射される積算光量であ
る。
　この後、ＵＶＢ蛍光ランプ（Ｇ１５Ｔ８Ｅ　三共電気株式会社製、放射照度７０μＷ／
ｃｍ２）を用いて、距離２０ｃｍ、７２ｈｒの照射試験を実施した。
　照射前後のＸ／Ｙ１～Ｙ１３積層体の黄色度（ＹＩ）の変化量ΔＹＩから下記の評価基
準で合否を判定した。
　○(good)：ΔＹＩが０．２未満
　×(poor）：ΔＹＩが０．２以上
【０１５４】
（７）耐発泡信頼性
　実施例及び比較例で得たＸ／Ｙ積層体それぞれについて、Ｙ面側に残るもう一方の離形
フィルムを剥がし、その露出面に次の３種類の部材をハンドローラーにて貼着し、貼合し
た時の耐発泡信頼性をそれぞれ評価した。
　また、Ｘ／Ｙ積層体は、それぞれの部材のサイズにカットして使用した。
　具体的な貼合構成は、Ｘ／Ｙ積層体／部材Ｐ（貼合構成Ｐ）、Ｘ／Ｙ積層体／部材Ｑ（
貼合構成Ｑ）及びＸ／Ｙ積層体／部材Ｒ（貼合構成Ｒ）の３種類である。
　部材Ｐ：ソーダライムガラス　５４ｍｍ×８２ｍｍ×厚さ０．５５ｍｍ
　部材Ｑ：ソーダライムガラス　１００ｍｍ×１８０ｍｍ×厚さ０．５５ｍｍ
　部材Ｒ　ＰＥＴフィルム　１００ｍｍ×１８０ｍｍ×厚さ１００μｍ
【０１５５】
　また、部材Ｐ（貼合構成Ｐ）に対しては、温度６０℃、気圧０．２ＭＰａ、３０分の条
件でオートクレープ処理を施して仕上げ貼着を行い、部材Ｑ及びＲ（貼合構成Ｑ及びＲ）
に対しては、温度８０℃、気圧０．２ＭＰａ、３０分の条件でオートクレープ処理を施し
て仕上げ貼着を行った。
【０１５６】
　前記仕上げ貼着後、樹脂部材（Ｘ）側から、高圧水銀ランプを用いて、４０５ｎｍでの
積算光量が３０００（ｍＪ／ｃｍ２）となるよう光を照射し、耐発泡信頼性評価サンプル
を作製した。
　前記評価サンプルを、８５℃、８５％Ｒ.Ｈ.環境下に２４ｈｒ暴露し、発泡や剥離など
外観不良が認められなかったものを「○（good）」、発泡や剥離が認められたものを「×
（poor）」と判定した。
　また、貼合構成Ｐ又はＱ（一面ガラス部材）と貼合構成Ｒ（両面樹脂部材）で発泡や剥
離など外観不良が認められなかったものを「◎（very good）」とし、貼合構成Ｐ、Ｑ及
びＲの何れかで発泡や剥離など外観不良が認められなかったものを「〇（good）」とし、
貼合構成Ｐ、Ｑ及びＲの全てで発泡や剥離が認められたものを「×（poor）」と総合判定
した。
【０１５７】
（８）長期保管後のヘイズ（架橋剤との相溶性の指標）
　実施例及び比較例で得た光硬化性粘着シートＹそれぞれについて、シートを作製してか
ら２か月以上経過した後、粘着シートＹの離形フィルムを剥がし露出した両面の粘着面を
２枚のソーダライムガラス（厚み０．５５ｍｍ）で挟むように貼合し、高圧水銀ランプを
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ヘイズ値を測定した。
　ヘイズ値の測定は、ヘイズメーター（日本電色工業社製、ＮＤＨ５０００）を用いてＪ
ＩＳ　Ｋ７１３６に準じて行った。
　ヘイズ値が０．５未満であったものを「○（good）」、０．５以上１．０未満であった
ものを「△（satisfactory）」、１．０以上であったものを「×（poor）」と判定した。
【０１５８】
（９）光硬化後のＴｇ
　実施例及び比較例で得られた、１５０μｍの光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３（離型フ
ィルム無し）のそれぞれについて、予め、４０５ｎｍでの積算光量が３０００（ｍＪ／ｃ
ｍ２）となるように光を照射した後、光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３をそれぞれ８枚重
ねて１２００μｍとし、動的粘弾性測定装置レオメーター（英弘精機株式会社製「ＭＡＲ
Ｓ」）を用いて、粘着治具：Φ２５ｍｍパラレルプレート、歪み：０．５％、周波数１Ｈ
ｚ、昇温速度：３℃／ｍｉｎの条件で測定し、得られたＴａｎδの値がピークとなる温度
をＴｇとして測定した。
【０１５９】
（１０）粘度
　実施例及び比較例で得られた、１５０μｍの光硬化性粘着シートＹ１～Ｙ１３（離型フ
ィルム無し）のそれぞれについて、８枚重ねて１２００μｍとし、動的粘弾性測定装置レ
オメーター（英弘精機株式会社製「ＭＡＲＳ」）を用いて、粘着治具：Φ２５ｍｍパラレ
ルプレート、歪み：０．５％、周波数１Ｈｚ、昇温速度：３℃／ｍｉｎの条件で、７０℃
、１００℃それぞれにおける光硬化前における粘着シートの複素粘度を測定した。
【０１６０】
（１１）保管性
　５０ｍｍ×５０ｍｍ角に裁断した光硬化性粘着シートＹ１～１３を、１００ｍｍ×１０
０ｍｍ四方で厚さ１００μｍのＰＥＴフィルム２枚の間に挟んで積層体を作製し、２３℃
５０％の環境下にて３００時間放置後に積層体から粘着剤がはみ出たか目視観察を行った
。
　作製した積層体を目視観察して、粘着剤が全体的にはみ出たものを「×（poor）」、粘
着剤が角部のみはみ出たものを「△（satisfactory）」、粘着剤がはみ出なかったものを
「○（good）」と判定した。
【０１６１】
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【表１】

【０１６２】
＜考察＞
　実施例１～１０の樹脂部材（Ｘ）／光硬化性粘着シート（Ｙ１～Ｙ１０）の光硬化性粘
着シート積層体（Ｘ／Ｙ１～Ｙ１０積層体）は、樹脂部材（Ｘ）側から、波長４０５ｎｍ
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ートＹ１～Ｙ１０は、ゲル分率の差が１０％以上高まるように十分硬化することができ、
動的貯蔵弾性率（Ｇ‘）が１２０℃、１Ｈｚにおいて、０．７×１０４Ｐａ以上の高温凝
集力を保持していたため、良好な耐発泡信頼性が得られた。特に、タッチセンサーがガラ
スセンサーの場合を想定した試験に置いて良好な耐発泡信頼性が得られた。
　中でも、実施例３、７、９、１０は、動的貯蔵弾性率（Ｇ‘）が１２０℃、１Ｈｚにお
いて、２．０×１０４Ｐａ以上の高温凝集力を保持していたため、タッチセンサーがフィ
ルムセンサーの場合を想定した試験に置いても良好な耐発泡信頼性が得られた。
【０１６３】
　また、実施例８は、タッチセンサーがフィルムセンサーの場合を想定した試験において
は良好な耐発泡信頼性が得られたが、タッチセンサーがガラスセンサーの場合を想定した
試験に置いてはガラスの剥がれが生じた。これは動的貯蔵弾性率（Ｇ‘）が１２０℃、１
Ｈｚにおいて高くなり過ぎ、タック、接着性能が低下したためと考えられる。
　なお、実施例２は、（メタ）アクリル酸エステル（共）重合体（ａ）を構成する親水性
モノマーの含有量が１０質量部以下であることから、長期保管中に相分離が進行したため
、長期保管後のヘイズが「△（ｓａｔｉｓｆａｃｔｏｒｙ）」であった。
　実施例１～１０のいずれにおいても段差吸収性は良好であり、印刷段差を有するカバー
部材に対しても、タッチセンサーの種類により実用に耐えうるものであると考えられる。
【０１６４】
　また、実施例４、９、１０は、粘度（７０℃）が、１．５ｋＰａ・ｓ以上と高いため、
長期保管後においても糊のはみ出しが見られず保管性に優れていた。
【０１６５】
　比較例１は、樹脂部材（Ｘ）が紫外線吸収剤を含有せず、波長３６５ｎｍでの光線透過
率が４５％と高いため、耐ＵＶ信頼性試験における黄変が進行した。
　比較例２及び３は、光硬化性粘着シートＹ１１及びＹ１２の波長３９０ｎｍでの光線透
過率（％）が９０％以上と高く、樹脂部材（Ｘ）側から、波長４０５ｎｍでの積算光量が
３０００（ｍＪ／ｃｍ２）となるよう光を照射した際の、光開始剤の光吸収による励起及
び硬化（架橋）反応の進行が十分でないため、十分に粘着層（Ｙ１）を硬化できず、耐発
泡信頼性試験時に気泡が発生した。
【０１６６】
　比較例４は、光硬化性粘着シートＹ１３のゲル分率が８８％、動的貯蔵弾性率（Ｇ’）
（２５℃）が１．１×１０５Ｐａと高いため、段差吸収性が悪く、気泡が生じた。
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